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1955年、国連総会は、電離放射線の人体と環境への影響に対する懸念に応えるため、原子放

射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）を設置した。当時、大気圏内核兵器実験

によって発生した放射性降下物が、大気、水および食物を通じて人々のもとに到達しつつあった。

UNSCEARは、電離放射線のレベルと影響に関する情報の収集及び評価のために設けられた。

最初の一連の報告書が科学的根拠となり、大気圏核実験を禁止する部分的核実験禁止条約

が1963年に調印されている。

以降数十年を経て、UNSCEARは地球規模の原子放射線レベルとその影響に関する世界的権

威となるまで発展を遂げた。UNSCEARは科学的情報を独自にかつ客観的に評価するが、その目

的は、放射線リスクと防護についての政策決定と意思決定に取り組むことではなく、それら決定の

ための情報を提供することである。
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要約 

本要約は、第 72 回国連総会に提出された原子放射線の影響に関する国連科学委員会によ
る国連総会報告書に基づくものである。1 

[…] 

本委員会は、第 64 回年次会合（2017 年 5 月 29 日～6 月 2 日）において、2013 年の

第 68 回国連総会に提出された報告書 2およびそれを支持する詳細な科学的附属書 3に示さ

れている、2011 年東日本大震災後の原子力事故による放射線被ばくと影響の評価を見返し

た。報告書では、全般的に線量は低く、それゆえ関連リスクも低いであろうと結論づけていた。

原子力事故からの放射線被ばくに起因する可能性がある福島県の成人のがん発生率につ

いて、認識可能な増加は予測されなかった。しかしながら、報告書において本委員会は、福

島県においては事故後の甲状腺への吸収線量がかなり低かったため、チェルノブイリでの事

故後のような多数の放射線誘発甲状腺がん発生の可能性を考慮しなくともよいだろうが、放

射線に最も被ばくした小児の間で甲状腺がんリスクの増加が理論的に推測し得る可能性があ

ることを認識していた。出生時の障害や遺伝性疾患の発生について識別できるほどの増加は

予測されず、また、がん発生率についての通常の統計変動に対してわずかな増加を確認す

ることは困難であるため、被ばくによる作業者のがん発生率の増加は認識できないだろうとい

う結論に至っていた。陸域および海域の生態系への影響は、一過的かつ局所的となるであろ

うと予測された。

評価の後、本委員会は、追加の関連情報が公表され次第、それらを遅滞なく把握で

きるようにフォローアップ活動を実施する仕組みを整えた。第 70 回および第 71 回国連総会

にそれぞれ提出された本委員会の第 62 回および第 63 回年次会合報告書には、各年の当

該時点までに実施されたフォローアップ活動によって得た知見が含まれていた。

本委員会は、2016 年末までに利用可能となっていたさらなる情報の特定を続け、 
2013 年報告書への影響を評価するために、関連する新規文献のレビューを体系的に実施し

た。これらの新規文献の大部分は、本委員会の 2013 年報告書の主な仮定および知見を改

めて確認するものであった。2013 年報告書の主要な知見に実質的に影響を及ぼしたり、主

な仮定に異議を唱えたりする文献はなかった。いくつかの文献については、さらなる解析や

研究の追加によって、より確実な証拠を得ることが必要であると判断された。本委員会は、資

料のレビューに基づき、現時点で 2013 年報告書の評価や結論に何ら変更を加える必要は

ないと判断した。しかしながら、本委員会が特定したいくつかの研究ニーズについては、まだ

科学界において完全には取り扱われていなかった。

本委員会は、英語の非売品刊行物として知見をウェブサイト上で電子的に発行するこ

とを要請するとともに、利用できる資源に制限はあるであろうが、日本語でも公表することを促

進した。

1 第 72 回国連総会公式記録、補足資料 No. 46（A/72/46）。 
2 第 68 回国連総会公式記録、補足資料 No. 46 および正誤表（A/68/46 および Corr.1）。 
3 電離放射線の線源、影響およびリスク：原子放射線の影響に関する国連科学委員会 2013 年国連総会

報告書、第 1 巻、科学的付属書 A （国連刊行物、販売番号 E.14.IX.1）。 
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I. 緒言

1. 本委員会は、福島第一原子力発電所（福島第一原発）での 2011 年 3 月 11 日の事

故による公衆、作業者、ヒト以外の生物相の放射線被ばくを評価し、健康影響について考察

し、その知見を 2013 年 8 月の国連総会への年次報告書 4として提出した。続いて、国連は、

本委員会が得た知見とその基盤となっている詳細な科学的附属書を 2014 年 4 月 2 日に発

表した[U2]。この刊行物（以下、「2013 年報告書」という）は、国連総会、各国政府、科学界、

日本のメディアと公衆に概ね肯定的に受け入れられた。

2. 本委員会の評価は、概して 2012 年 10 月末までに開示または公表された情報に基づ

いていた。その後、多くの追加関連情報が公表され利用可能となってきたが、こうした状況は

近い将来にわたって継続すると思われる。このような進展は本委員会による評価の結果に影

響を及ぼす可能性があるため（知見の追認、知見への異議、知見の向上や、特定された研

究ニーズへの対応・寄与など）、本委員会では引き続き、遅滞なく最新情報を把握し続けて

おり、またこれを継続する予定である。これにより、本委員会は、それまでの知見を改善また

は更新する必要性について、情報に基づいた決定を適時行うことができるようになる。本委員

会は、新規資料の合理的な科学的評価の提供は、(a) 事故の影響を受けた人々のよりよい状

況把握と、(b) 情報提供に基づく意思決定に役立つと考える。 

3. これらを背景に、本委員会は第 61 回年次会合（2014 年 7 月 21 日～25 日）において

「福島第一原発事故の放射線影響に関する本委員会の評価に関する知見と結論の一部を

更新してまとめるためのフォローアップ活動について、[…]第 62 回年次会合（2015 年 6 月

1 日～5 日）で検討するための予備計画を提出すること」を事務局に要請した。また、「事故の

フォローアップの中で新しい科学的進展を常に把握しておくための仕組みを速やかに構築

すること。かかる仕組みは、事故について最新の評価を実施するために特別に設けた体制に

拠るべきである。」と事務局に求めた。さらに本委員会は、「委員会が策定した作業計画の進

捗について、毎年報告すること」も事務局に要請した。

4. この対応として、事務局はフォローアップ活動のプロジェクト計画を策定した。当該計

画は、本委員会の承認を得て、現在実施されている。このプロジェクトは 2 つの段階で構成さ

れている。第 1 段階は新たな情報の体系的かつ継続的なレビュー、第 2 段階は 2013 年報

告書の適切な時期における更新である。第 1 段階の全体的な目標（少なくとも 2016 年かそ

れ以降まで）は、「2013 年報告書の正式な更新（すなわち第 2 段階）を適切なタイミングで開

始することを念頭に、事故に関する新規文献および調査活動の進捗を定期的に本委員会に

通知すること」である。第１段階のより具体的な目的には以下が含まれる。

(a) 公表された情報を収集・評価することにより、福島第一原発事故における全体的な放

射線被ばく状況についてのレビューを組織的に継続すること

(b) 未解決の課題に関連する主要な研究プロジェクトや計画の進捗状況および計画立案

状況について情報を収集・評価すること

4 第 68 回国連総会公式記録、補足資料 No. 46 および正誤表（A/68/46 および Corr. 1）。 
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(c) 2012年10月以降に発表された情報と2013年報告書との相違を速やかに特定すること  

(d) 状況把握に役立ち、続く2013年報告書の更新に利用可能な分析を適宜実施すること 

(e) 2013年報告書に関する質問および批判について回答すること 

(f) 本委員会の年次会合において、上記の結果を毎年報告すること 
 

5. 第 62 回会合において、本委員会は、(a) 2013 年報告書の知見に対する新たな科学

的進展（2014 年末まで）の影響評価、および(b) 2013 年報告書に対するいくつかの批判のな

かで提起された一般的なテーマに関する見解を取り扱う白書 5を公表することに合意した。さ

らに、2013 年報告書を補足する追加技術情報を提供する 2 編の電子ファイルが用意された。

この第 1 報となる白書は 2015 年 10 月に公表された[U4]。第 63 回会合では、本委員会は、

2013 年報告書の知見に対する新たな科学的進展（第 1 報の白書以降、2015 年末まで）のさ

らなる影響評価を取り扱う第 2 報の白書を発表することに合意した。この第 2 報の白書は

2016 年 10 月に公表された[U5]。 

6. 第 3 報となる本白書には、2013 年報告書の知見に関する新たな科学的進展（第 2 報

の白書以降、2016 年末まで）6のさらなる影響評価が示されている。また、本委員会が国連総

会に報告した知見を実証するフォローアップ活動の主な結果の要約が提供されている。以前

と同様、本白書には公表された情報のレビューが含まれているが、（さらに上述の段落 4 にあ

る目標(b)に関連して）日本で実施されている主要な関連研究プロジェクトおよびプログラムの

概要も含まれている。本白書は、これらのプロジェクトとプログラムの目的と、2013 年報告書の

更新に際してとりわけ価値のある情報が提供されると見込まれる時期についてまとめている。 

II. 新規情報の評価 

7. 第 1 報の白書で本委員会が解析した新規情報の範囲は、概して査読付き英文学術

誌に発表された文献であって、2013 年報告書に含まれていなかった、または引用されていな

かったもの（すなわち、2013 年報告書における分析対象の情報に対して設定されていた期限

である 2012 年 10 月よりも後に発行された文献）であり、かつ 2014 年末までに入手可能にな

っていた、あるいは発表されていたものに限定された。第 2 報には、2015 年末までに入手可

能になった情報、あるいは発表された情報で、それ以前に検討されていなかったものが含ま

れた。第 3 報となる本白書には、2016 年末までに入手可能になった、あるいは発表された情

報で、これまでに検討されていなかったものが含まれている。第 2 報の白書および本白書で

は、対象とする情報の範囲が拡張されており、査読付き学術誌の文献だけでなく、査読付き

プロシーディング、地域・国の研究機関や組織、政府部門・省庁、学会、ユーティリティ企業、

その他同様の組織が発行した報告書 7、政府間組織の発行した報告書、公式その他の情報

5 白書は、本委員会による今後の作業計画を指し示すために作成された文書であり、委員会はより広範なコミュ

ニティと共有することとしている。 
6 本白書で検討対象とした文献は、以前の白書でレビューされておらず、2016 年末までに入手可能になったも

のであり、オンラインで入手可能になったものも含まれる。このため、本白書には、発行日が 2016 年よりも前とさ

れている文献や最終発行日が 2017 年となっている文献もいくつか含まれている。 
7 例外的に、非政府団体の発行した科学的報告書を含むよう範囲を広げた場合もあった。 

 

                                                 



UNSCEAR 2013 年報告書刊行後の進展 […] 3 

源より取りまとめられたデータのうち主要なもの 8（および／または分析結果）も含まれた。実

際に、本白書においてこれらの追加カテゴリーの中からレビューの対象として特定された文献

は、日本学術会議によって発行された報告書[S9]の 1 編のみであった。 

8. 本委員会が新規情報を特定、選考、評価するためのアプローチは、陸域と淡水域環

境における放射性核種の移行という追加の１主題領域を導入したことを除き、第 1 報の白書

で説明されたものと同じである（第 2 報の白書と同様）。より詳細な評価の対象とすべき関連

文献を選考するにあたり、特に以下の可能性があるかどうかを考慮に入れた。 

− 2013 年報告書の仮定に対し異議を唱える 9または裏付ける 

− 2013 年報告書の主な知見に影響する 

− 2013 年報告書において、あるいは課題として広く認識されている主題領域において

特定されている研究ニーズに対応する 

上記の基準を満たす全ての文献が評価されたが、本白書の内容は、2013年報告書の仮定と

主な知見を追認する新規情報ではなく、当該仮定および知見に異議を唱える可能性のある

情報をより重視している。また本白書では、特定された研究ニーズに対応し、福島第一原発

事故による放射線影響に関する今後の評価に有益であると思われる関連情報もいくつか取り

上げている。ただし、同事故に関連する入手可能なすべての新規情報を含む包括的な概観

を提供することは意図していない。 

9. 以下の章では、各主題領域の新たな情報源の主な選考・評価結果について順次説

明する。各章において、レビューの背景を提供する目的で、2013 年報告書の知見および以

前の白書の結論を簡潔に概説している。その後、評価結果の要約、および 2013 年報告書と

フォローアップ活動の双方への影響に関する結論を記述している。そして、第 10 章には、評

価の総括的な結論が示されており、特定された研究ニーズへの対応に重要な寄与をすると

みなされた新規情報源をまとめた表も含まれている。最後に、第 11 章では、日本において進

行中の主な関連研究プロジェクトおよびプログラムがまとめられており、電子ファイルで補足さ

れている。 

III. 放射性核種の大気中への放出、拡散、沈着に関する更新情報 

A. 2013 年報告書の要約 

10. 本委員会は、131I および 137Cs（環境と人の被ばくという観点で最も重要な 2 つの放射

性核種）の大気中への総放出量の推定値についてレビューした。これらの推定値の範囲は、

概ね、131I が 100 ペタベクレル（PBq）～500PBq、137Cs が 6PBq～20PBq であった。公表され

た推定値のそれぞれの平均は、チェルノブイリでの原発事故で推定された大気中への放出

8 さまざまな日本の組織によって比較的頻繁に大量のデータが生成・発表されており、これらすべてを本プロ

ジェクトでのレビューに含めることは実質的ではなかった。このため、将来の再評価にとって、またはその再評価

の範囲を拡張するうえで有用になる可能性がある重要なデータのみに検討対象を限定している。 
9 2013 年報告書の更新を考慮するに値する程の大きな影響を委員会に与える場合、その文献は 2013 年の報

告書の仮定に異議を唱えている、またはその結論に著しい影響を与えるものとみなされるであろう。 
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の約 10%および 20%であった。放出された放射性物質の多くは太平洋上に拡散したが、気

象条件により、一部が本州東部に拡散し、(a) 乾性沈着と(b) 雨、霧および雪に伴う湿性沈着

により地表に沈着した。主な沈着は福島第一原発の北西で生じたが、同サイトの北側、南側、

西側でも有意な沈着が発生した。 

11. 本委員会は通常、外部被ばくおよび吸入による公衆の線量を推定する基準として、放

射性核種の沈着密度の測定値を使用している。ただし、（例えば避難者などについて）被ばく

当時の測定データを利用できず、データの取得時期も逸している場所について、本委員会

は、環境でのレベルおよびその結果として生じる人々の被ばく線量の推定に、適切な大気輸

送、拡散、沈着モデル計算（ATDM）解析とともにソースターム（放出率の経時変化を含む）

の推定値を使用する必要があった。本委員会は、この目的のために、公表されているソース

タームから適切なものを選択した[T7]。このソースタームでは、放射能に占める割合の大きい

核種である 131I および 137Cs の放出量が、それぞれ 120PBq および 8.8PBq であった。これら

は、公表されていた推定値の範囲では下限に近く、総放出量を過小評価している可能性が

あるが、本委員会は、このソースタームが日本の陸域での拡散の結果として生じた線量を推

定するには最も適切なものであると考えている（[U2]段落 B15～B16 参照）。  

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

12. 第 1 報および第 2 報の白書では、当該分野において 2013 年報告書の主要な知見に

実質的な影響を与えたり、主要な仮定に異議を唱えたりする文献は特定されなかったと結論

した。いくつかの文献は、仮定の全体、または一部を裏付ける内容であった。1 編の文献[K4]
では、2013 年報告書で使用されたソースターム推定値を精緻化したものを紹介しており、本

委員会は今後の調査でこのソースタームを優先して使用するよう推奨した。ただし、この推定

値を使用することで、2013 年報告書で推定された線量に有意な影響を及ぼすことはないと推

測している。本委員会は、入手可能になりつつある新しいデータによって、ソースタームの推

定値と、大気中に存在している、あるいは地面に沈着している放射性核種の濃度の推定値が

有意に改善される可能性があることに注目している。それらの影響を十分に理解するには、

新しいデータと 2013 年報告書で使用されたデータを詳細に比較することが必要であろう。 

13. 第 3 報となる本白書で検討された文献のうち、28 編について詳細なレビューを実施し

た。その多くが 2013 年報告書の仮定および知見の全体または一部を裏付けるものとなって

いる。以下は、当該文献の知見の要約である。  

14. Chino et al. [C2]は、大規模な放出のあった 2011 年 3 月 12 日～21 日の期間内にお

ける異なる時点で、どの原子炉が大気への主な放出源となったのかを特定した。また、本州

の特定の地域における沈着の放出源となった原子炉も判別した。これらの調査結果は、沈着

密度の測定値から得られた 134Cs:137Cs の放射能比およびそれぞれの原子炉停止時の燃料

内の放射能比に関する情報に基づいている。この調査では、福島第一原発におけるどの事

象が大規模な放出に至ったのかを断定的に特定することはできなかったが、この課題につい

て理解が進んだことの科学的な価値と、この領域でのさらなる今後の共同研究活動の必要性

を強調している。Jäckel et al. [J1]も、福島第一原発の北西からのデータを使用した同様のア

プローチを示しており、Snow et al. [S10]は福島第一原発の南西で観察された 135Cs:137Cs の
放射能比を追記している。福島第一原発に非常に近い場所（500m 以内）における放射性核

種の沈着密度は、2 号炉の寄与が大きかったが、北および西方向のより遠い場所における沈
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着密度は、1 号炉と 3 号炉の寄与がより大きいことが示唆された。3 基すべての原子炉が、南

西方面のより遠い場所における沈着密度に寄与したことが明らかとなった。 

15. さらに、上記の分析に基づき、Chino et al. [C2]は、2011 年 3 月 20 日から 3 月 21 日

の期間について、部分的に Katata et al. [K4]のソースタームを更新した。この期間における
137Cs 放出量は以前と比べてわずかに低く推定されたが、137Cs の総放出量には大きな変化

はなかった。今後の調査において、Katata et al.のソースタームに関するこのわずかな変更を

考慮に入れていくべきである。 

16. Yumimoto et al. [Y10]は、最初に Terada et al. [T7]が推定したソースタームを基に、

逆モデル計算と航空機によって記録された大規模な沈着密度のモニタリングデータを使用し

て、新しいソースタームの推定を導き出した。さらに著者らは、このソースタームを使用して予

測した大気中の 137Cs 濃度と、フィルターテープ上の浮遊粒子状物質を収集して測定した濃

度とを比較した[O13, T12]。Yumimoto et al.は、特に 2011 年 3 月 15 日について、地表近く

の空気中濃度を、以前の調査に比べてよりよく再構成することができた。 

17. Hanna and Young [H1]は、風速場および大気輸送の観察とモデル計算に基づき、大

気への放出が影響する場所や規模を特定するための現在の最先端技術について簡単にま

とめている。また、多分野にわたる研究者たちが、科学に関する公共政策の方向性に影響力

を与える組織へのアウトリーチを介して、方法論や専門用語を共有するよう活動すべきである

と推奨している。ソースタームの推定に関しては、方法論の共有を目的とした査読付き学術誌

の特別号や科学会議における当該課題についての特別セッションを企画することができるで

あろうと提案している。 

18. Girard et al. [G2]は、モデルの入力値およびパラメータの不確かさが大気拡散モデル

の予測へ与える影響を分析した。著者らは、福島第一原発事故による大気への放出の推定

値を使用し、不確かなモデルの入力値がオイラー型 ATDM によって推定されるガンマ線線

量率へ与える影響を調査した。また、どの入力パラメータがガンマ線線量率の推定に最も大

きく影響するのかを把握するために、分散に基づく感度分析を実施した。結果として、入力値

の不確かさおよび大気拡散モデル計算に伴う不確かさの伝播の影響を把握するためのさら

なる研究の必要性が強調された。 

19. 日本学術会議[S9]は、福島第一原発事故によって放出された放射性物質の輸送と沈

着の分析に用いられた複数のモデルについて、評価および比較を実施した。この相互比較

には、地域および世界規模の ATDM のほか、海洋拡散モデルが含まれていた。異なる地域

規模のモデルで評価された通り、本州への 137Cs の沈着は総放出量の約 27±10%であったと

いうことが知見のひとつとして得られた。世界規模のモデルの比較では、地球上への湿性沈

着がモデルで想定された 137Cs の総放出量の 93±5%であることが示された。検討されたモデ

ルは、観察された放射性物質の分布の主要な特徴を示すことができると判明した。これら知

見はすべて、2013 年報告書の仮定および知見と合致している。 

20. Fujiwara [F1]は、Muramatsu et al. [M13]が先に示していたように、測定された 129I の
沈着密度から 131I の沈着密度を遡及的に再構成できることを確認した。Muramatsu et al.は、

この手法を福島第一原発の 80km 以内の地域に適用し、土壌における 2 つの放射性ヨウ素

の濃度が強く相関していることが判明したが、新たな調査では、131I および 129I の沈着密度が
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比較的小さい福島第一原発からさらに離れた地域でも、（いくつかの修正を加えることで）こ

の手法が利用できることが示された。 

21. Hirose [H7]は、2011 年から 2016 年に発表された多くの論文に基づき、福島第一原

発事故による大気および海洋への放射性核種の放出と、その後の輸送、拡散、沈着につい

て入手できる情報をレビューし、2013 年報告書および 2015 年ならびに 2016 年白書におけ

るいくつかの仮定と主要な知見を追認した。例えば、著者は、137Cs の大気への総放出量の

約 80%が北太平洋に沈着したと複数の文献から結論づけた。また、Tsuruta et al. [T12]の文

献（大気汚染モニタリングステーションのフィルターテープの分析から得られた福島および関

東地域における地表近くでの大気中の 137Cs 濃度を示している）に記載された値も追認して

いる。複数の文献を再調査した結果、Hirose は 131I 含有粒子の大きさは放射性セシウム含有

粒子の大きさとは異なる可能性があるため、131I 含有粒子の拡散・沈着挙動は 134Cs および
137Cs 含有粒子の挙動とは異なっていた可能性があると示唆している。2013 年報告書の仮定

では、粒子状ヨウ素と粒子状セシウムは、大気輸送および沈着の過程で類似の挙動をすると

していたが、Hirose が示唆している粒子サイズの相違による影響は、放射性ヨウ素の化学形

態に関する仮定による影響に比べると小さい可能性がある（[U5]段落 15～16 を参照）。 

22. Hirose [H6]は、関東地方および東北地方南部の観測地点における 137Cs の沈着につ

いて毎月の調査を実施した。この結果から、著者は、福島第一原発からの大気への放射性

物質の放出は 2013 年春にも継続していたが、137Cs の放出率は初期の放出期間に比べて約

4 桁小さくなっていたと結論づけた。Steinhauser et al. [S11]は、福島第一原発の敷地での廃

炉作業および解体作業のため、（事故から数年経過していても）放射性物質の二次的な放出

の可能性があることを指摘している。この可能性を、Hirose の示したモニタリング結果に関す

る別の解釈とする検討はなされていない。Steinhauser et al.はさらに、Igarashi et al. [I2]および

Ochiai et al. [O1]も指摘しているように、再浮遊が空気中の 137Cs の濃度レベルを継続させる

とともに、それが再沈着することを記述している。 

23. Ochiai et al. [O1]は事故後数年間における沈着したセシウムの再浮遊について調査

し、137Cs を含有する粗い粒子と細かい粒子では、再浮遊過程の起源および挙動が異なるこ

とを示した。また、ヨーロッパにおけるチェルノブイリでの事故後に観察された再浮遊係数の

年間平均よりもわずかに低い新たな再浮遊係数を紹介している。この調査では、再浮遊は長

期的な公衆の被ばくに有意に寄与しないという 2013 年報告書の仮定が実証されている。 

24. Mikami et al. [M5]は、福島県全域といくつかの隣県における多数の場所で 110mAg、
134Cs および 137Cs の沈着密度と比率を測定し、110mAg の沈着密度が 134Cs および 137Cs の沈

着密度に比べて数桁低いことを確認した。また、2012 年 3 月から 12 月の期間において、
134Cs および 137Cs の沈着密度にほとんど変化がないことを明らかにし、選択された測定場所

（開けた平坦地）の地勢が原因である可能性もあるが、土壌に沈着した放射性セシウムが、特

に水平方向でほとんど移動しないことが示唆された。また、134Cs:137Cs の放射能比の空間的

変動について、核種の放射能比が異なる複数の放出が起こったことに起因すると報告してい

る。Chino et al. [C2]は、特定の地域での沈着をそれぞれの原子炉からの放出に関連付ける

ために、このような 134Cs:137Cs の放射能比に関するデータを使用している。 

25. Sato et al. [S6]は、土壌中の放射性セシウムの濃度が、狭い範囲内においても大きく

異なることを明示した。7 メートル四方の範囲から採取した 5 つの土壌試料の測定による最高

濃度および最低濃度の比率の平均値（27 ヶ所を超える地点について）は約 5 倍であった。空

 



UNSCEAR 2013 年報告書刊行後の進展 […] 7 

間変動に関するこのような情報は、土壌試料の測定濃度と公衆の線量推定との関係につい

ての理解に有用である。 

26. Satou et al. [S7]は、福島第一原発の北西 20 km の地点から採取した表土から、4 個

の放射性固体粒子を分離したと報告している。著者らによると、これらの粒子は以前の調査

[A1, A2, Y1]で観察されたものよりも大きく、放射能も高かった（化学成分は類似していたが）。

以前の調査では、非水溶性の「ガラス状の球状体」で構成された、直径数マイクロメーターの

セシウム含有粒子が見つかり、セシウム、酸素、鉄、亜鉛といった元素が含まれていた（さらに

Satou et al.および Yamaguchi et al.の両者は、セシウム含有粒子内にケイ酸塩を発見してい

る）。一方、Kaneyasu et al. [K2]は、放射性セシウムはサブミクロンの大きさの硫酸エアロゾル

に付着しており、水溶性であると報告している。Abe et al. [A1]はこのような粒子は核燃料を起

源としている可能性があると結論づけており、Salbu and Lind [S4]は難溶性の長寿命ガンマ

線放出核分裂生成物がなく、超ウラン元素もないことから、粒子が使用済み核燃料を起源と

する可能性はないだろうと主張している。このような相違を説明するひとつとして、福島第一原

発事故により放出された放射性セシウムの物理的形態および化学的形態が非常に多様であ

ったことが挙げられるであろう。このような説明は、134Cs および 137Cs の空気動力学的放射能

中央径の分布として、0.5μm 未満、0.94μm、7.8μm の 3 種類のピークを見つけている

Miyamoto et al. [M7]によって支持される。放出されたセシウム含有粒子とエアロゾルの物理

的および化学的特性は、沈着過程、吸入線量の推定および環境中の放射性セシウムの今後

の挙動に影響を与えるため、これらの特性を十分に理解するためのさらなる研究が必要であ

る。 

27. Sakaguchi et al. [S1]は、福島県において放射線量の高い地域（福島第一原発から

3km～35km の距離）から得られた道路わきの黒いダスト試料について、236U、プルトニウム同

位体、134Cs、137Cs を測定した。すべての試料において、134Cs および 137Cs の濃度が非常に

高いことが判明し、低レベルの 239+240Pu および 236U が検出された。著者らによると、観測され

た 236U:239+240Pu の放射能比は、炉心燃料から微量のウランおよびプルトニウムが放出された

ことを示唆している。また、合計で 3.9×106Bq のウラニウムと 2.3×109Bq の 239+240Pu が福島第

一原発から放出されたと推定されている。これは、揮発性元素であるセシウムおよびヨウ素の

放出量と比較してプルトニウムとウランの放出量が何桁も低かったとする 2013 年報告書の知

見に一致している。 

28. Terasaka et al. [T8]は、タリウムを含むヨウ化ナトリウム（NaI(Tl)）シンチレーション検出

器で測定された波高分布から、茨城県内の 6 ヶ所について、福島第一原発事故の早期にお

ける大気中の各放射性核種の濃度を推定した。この作業は、福島県内の複数のモニタリング

ポストにおける測定値から大気中の 131I濃度の時間分布を評価した、Hirayama et al. [H4]に
よる以前の調査に類似している。Terasaka et al.の調査が 2013 年報告書の知見を実証するも

のであるかを判断するためには、さらなる分析が必要である。 

C. 新規文献がもたらし得る影響 

29. 本委員会は、粒子の大きさ、ヨウ素およびセシウムの同位体以外の放射性核種の放

出など、大気中の放出を理解する上での継続的な進展に着目した。新規データおよび分析

により、大気中の放射性核種および地表に沈着した放射性核種のレベルの推定値が継続的
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に改善されている。本委員会は、新規文献が 2013 年報告書の結果に有意な影響を与えると

は考えていないが、より詳細な分析によって確認する必要があるであろう。10 

30. 本委員会は、以下に示す分野での研究が、2013 年報告書で特定されたニーズへの

対応に寄与する可能性が最も高いとして特定した。 

(a) ATDM における湿性沈着のモデル計算についての研究を継続すること 

(b) 入力値の不確かさと ATDM 計算に伴う不確かさの伝播の影響を調査すること 

(c) ソースタームを推定するためのインバース法とリバース法による逆推定法モデル計算

の改善を継続すること 

(d) 利用可能なあらゆる測定データを利用して現在のソースタームの推定値を改善するこ

と 

(e) 福島第一原発のそれぞれの原子炉事象に対して、どのように放出率の時間変化が関

係しているかの理解を改善するために、利用可能なあらゆる測定データと ATDM を継続

的に使用すること 

(f) 129Iの測定値に基づく 131Iの沈着の再構築を残りの土壌試料についても実施すること 

(g) モニタリングステーションのフィルターテープの放射性核種濃度の測定を残りのフィル

ターサンプルについても実施すること 

(h) 131I、134Cs および 137Cs の大気中濃度に関するデータを分析し、以前のモニタリングお

よびモデル計算の結果と比較すること 

(i) 福島第一原発事故後に沈着したセシウムを含む粒子とエアロゾルの物理的および化

学的特性の調査を継続すること 

IV. 放射性核種の水域への放出、拡散、沈着に関する更新情報 

A. 2013 年報告書の要約 

31. 本委員会は、福島第一原発から海洋への直接漏洩および放出が、主に事故から 1 ヶ月

の間に発生したものの、この継続的な放出が本委員会による公衆の線量評価に有意に影響

した可能性は低いとの結論に達している。また、主に三次元モデルを使用して導出された推

定値に基づき、海洋への直接的な放出は、131I が約 10PBq～20PBq、137Cs が 3PBq～6PBq
であると判断した。さらに、本委員会は、大気からの沈着による海洋への流入量は、131I が約

60PBq～100PBq、137Cs が 5PBq～8PBq であり、福島第一原発から半径 80km 圏内に沈着し

た割合は小さいと判断した。本委員会は、福島第一原発近傍の海水中の 137Cs の濃度は、

2011 年 4 月 7 日に記録した最高値 68,000Bq/L から急速に減少し、4 月末には概して

10 上記で引用している複数の文献で報告された新規データ（土壌中の137Csのよりよい測定値、粒子の大きさの

分布、再浮遊など）は、今後の公衆の線量再評価に有用である。 
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200Bq/L を下回り、その後の減少率はより小さいと結論している。濃度は海岸から離れるにつ

れて著しく低下し、15km および 30km の沖合では、福島第一原発近傍の濃度に対して、そ

れぞれ約 100 分の 1 から 1,000 分の 1 であった。堆積物中の 137Cs の濃度は、福島第一原

発港湾内の非常に高い濃度を除くと、10Bq/kg-乾燥重量から 1,000Bq/kg-乾燥重量の範囲

であった。 

32. 2013 年報告書がまとめられた当時、放射能汚染水が敷地から流出しており、地下水

が放射性核種を水域環境に輸送していた。また、本委員会は、有意な量の核分裂生成物お

よび放射化生成物が原子炉およびタービン建屋の地下にある滞留水に存在することを認識

していた。科学的調査における主な優先事項は、水域環境への漏洩と放出の特性に関する

評価の改善、およびこれら放出の長期的な輸送と混合の予測および定量化であると確認して

いる。 

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

33. 本委員会は、第 1 報および第 2 報の白書において、2013 年報告書の当該分野にお

ける知見は有効であり、それ以降に発表された新規情報の影響をほとんど受けていないと結

論した。また、海洋環境における放射性核種の放出とその後の拡散に対する理解を深める上

で貢献すると思われる数編の文献について記述した。 

34. 第 3 報となる本白書で検討した文献のうち、7 編について詳細なレビューを実施した。

2013 年報告書の知見に反するものはなく、複数が海洋への直接漏洩が全般的に減少傾向

にあるという仮定を追認している。いくつかの文献は、特定された研究ニーズに対応しており、

以下の段落でその寄与について要約する。 

35. 2 編の文献は、太平洋への放射性セシウムの放出の新たな推定値を導出している。

Inomata et al. [I4]は、海水中の 134Cs の濃度について最適内挿法を用い、北太平洋における
134Cs のインベントリが 2011 年 3 月末時点で 15.3±2.6PBq であったと推定した。このインベン

トリの約半分は福島第一原発近傍の海域に存在するものと考えられた。Tsubono et al. [T10]
は、放射性核種の拡散シミュレーションのアンサンブル解析を行い、海洋における無秩序な

挙動に関連する不確かさを評価した。134Cs の濃度の計算値と実測値との回帰に基づき、北

太平洋への 134Cs のフラックスは 16.1±1.4PBq と推定された。放出時の 137Cs と 134Cs の放射

能比は約 1 であったため[U2]、137Cs のフラックスは同等であると推測した。これらの推定は、

2013 年報告書に記載されている 137Cs の放出量（海へ直接流出したものと大気からの沈着）

の推定範囲の上限にほぼ一致している。 

36. Fukuda et al. [F2]は、2013 年から 2015 年にかけて、毎年 5 月および 10 月福島第一

原発近傍から 30km 圏内の海水中の溶存態 137Cs の濃度を分析した。著者らは、それらの濃

度が、事故前の濃度より 1 桁から 2 桁高かったことを示した。海岸から 5km 圏内での濃度が

最も高かったが（20Bq/m3～220Bq/m3）、時期によって大きなばらつきがあった。海岸から離

れるほど濃度は低下する傾向にあり、30km の測点では 2Bq/m3～4Bq/m3であった。濃度と時

間による変動が比較的高い要因として、豪雨による河川から海への流入量の増加と、福島第

一原発の港湾施設から外海への汚染水の放出量の増加の 2 つの可能性を挙げた。 

37. 2013 年 9 月に Castrillejo et al. [C1]は、福島県沖で採取した海水試料中の 90Sr 濃度

について報告した。濃度は福島第一原発近傍の表層海水中で最も高く、0.8Bq/m3～
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8.9Bq/m3 であった。これは、福島第一原発から 90Sr の放出が続いていたことを示唆している。

Castrillejo et al.による推定は、福島第一原発からの継続的な漏洩による流入量が、おそらく

河川からの流入量の 2 桁から 3 桁を上回っていたことを示している。2011 年 6 月に行われた

測定と比較し、2013 年 9 月に測定された濃度は、90Sr で 1 桁、放射性セシウムで 2 桁～3 桁

低くなった。Castrillejo et al.は、この 90Sr の相対的に高い濃度は、地下水の流入またはセシ

ウムが除去された水の貯蔵タンクからの漏洩のいずれかの結果であると考えている。 

38. 2012 年の夏期に、北極海から南極海までの太平洋横断航路に沿って、太平洋にお

ける放射性セシウムの長距離輸送が観測された[K11]。134Cs は北緯 25 度から北緯 63 度（ベ

ーリング海の北端）の間でのみ観察され、福島第一原発事故の結果として放出された 134Cs
が、2012 年の夏期までに北極海には到達していなかったことが示唆された。Kumamoto et al. 
[K11]が観察した南北の分布は、海洋上の大気への放出の沈着に関する ATDM の結果と一

致していた。約 2 年後の 2014 年に北緯 45 度から北緯 50 度の間で行われた測定において、

Inoue et al. [I6]は、親潮海域で 134Cs の濃度が低下していなかったことが判明し、放射性セシ

ウムが継続的にこの海域に輸送されていたことを示唆した。同時期に、Kumamoto et al. [K12]
は、黒潮前線（北緯 35 度～北緯 40 度）の北部で 2012 年に観察された 134Cs の濃度上昇が

消失したことを確認し、おそらく北米の海岸に向かう表層流に沿って東方に輸送されたことが

原因であろうとした。北米大陸の西海岸沖にあたる環太平洋東端では、放出された放射性セ

シウムの南方向への輸送は観察されなかった。西部の亜熱帯地域では、放出された放射性

セシウムが、2014 年に水深 200 メートル付近で極大濃度を伴って北緯 15 度（2012 年は北緯

18 度であった）に達したことから、亜熱帯モード水と呼ばれる水塊中で南方に輸送されたこと

が示唆された。この水塊の形成モードから、Kumamoto et al. [K11]は、この水塊中の 134Cs の
起源はおそらく黒潮（北緯 30 度～北緯 35 度）の南側への大気からの沈着にあると推測して

いる。 

39. Nagao et al. [N1]は、2011 年 5 月から 2012 年 11 月に新田川（福島第一原発から北

方に約 25km）の 137Cs の濃度を測定し、0.025Bq/Lから 4.18Bq/L であった。降雨に伴って河

川流量が増加している間はより高い濃度が記録されることもあったが、概して濃度は時間とと

もに減少していく傾向にあった。Naulier et al. [N4]は、6 ヶ所の沿岸集水域で 137Cs の濃度を

分析し、沈着堆積物中および浮遊堆積物中の放射性セシウムの主な輸送媒体は、河川の放

出量が低い場合から中程度の場合には微粒子有機物であるが、極端な洪水の場合には鉱

物層であることを示した。 

C. 新規文献がもたらし得る影響 

40. 本委員会は、2013 年報告書の当該分野における知見は引き続き有効であり、それ以

降に発表された新規情報の影響をほとんど受けていないとの結論に達した。本委員会は、海

洋環境における放射性核種の放出とその後の拡散に関する理解を深める上で貢献すると思

われるいくつかの文献について記述した。 
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V. 陸域および淡水域環境における放射性核種の移行に関する更新情報 

A. 2013 年報告書の要約 

41. 2013 年報告書において、本委員会は、陸域および淡水域環境を介した移行をモデ

ル化し、福島第一原発事故から 2 年目以降の食品摂取による公衆の線量を推定した。この

線量を推定するにあたり、本委員会は FARMLAND モデル[B1]を使用した。このモデルは、

沈着した放射性核種の土壌中への移動とその後の食品への吸収を予測するために使用され

た。東アジアの農業条件（特に米、野菜、果物について）を考慮に入れるため、当該モデルの

一部は修正されたが、北欧のデータに基づく多くの放射性物質および農業に関するパラメー

タはそのまま使用された。 

42. 2013 年報告書では、成人の一人あたり摂取重量が最も多い食品カテゴリーとして、

米、その他の野菜（緑色葉菜と同一と仮定）、小麦および小麦製品（穀物と同一と仮定）、果

物、牛乳を、2 年目以降の経口摂取による線量評価に含めた。現実的な線量を推定するこ

とが目的であり、住民を代表するグループの平均線量の推定に焦点が置かれたため、野生

動物、キノコおよび淡水魚などの野生食品の消費は考慮されなかった。 

43. .この仮定に基づき、また食品規制が継続されていたことから、本委員会は 1 年目より

も後の期間における経口摂取による線量は、沈着した放射性核種からの外部被ばく線量に

比べて約 10 分の 1 から 100 分の 1 になると推定した。人を測定することによって、より直接的

に人々の内部被ばくを評価したその後のいくつかの研究により、外部被ばくの経路が支配的

であることが確認された。また、FARMLAND モデルを使用して推定された経口摂取による線

量は、過小評価であるよりも過大評価である可能性の方が高いことが示唆された（以下の第 6
章を参照）。 

44. 本委員会は、将来における調査の優先事項は、公衆の線量分布が持つ特徴をより明

確に把握し、線量推定に伴う不確かさをより適切に定量化する必要性であると確認している。

その意味では、推定線量に対する食品摂取の寄与が小さいとはいえ、食品への放射性核種

の移行に関するより適切な情報、特にモデルに用いられるパラメータについて地域および国

を代表する値があれば、今後の福島第一原発事故の影響を評価する際や食品規制および

改善策の効果を評価する際に有用であろう。加えて、このような情報は環境修復計画の潜在

的な効果について理解を深めるためにも役立つであろう。 

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

45. 本委員会は、第 1 報の白書において、陸域および淡水域環境を介した移行に関する

新規文献を明確に検討しなかった。第 2 報の白書では、本委員会のレビューは 2015 年に発

表された論文に限定され、放射性セシウム（1 年目以降の摂取において最も寄与が大きい）

の食品への移行経路を重視することとした。このレビューの結果、本委員会は 2013 年報告書

の当該分野での仮定と知見は概して有効であると結論した。第 3 報となる本白書においては、

2016 年に公表されたこれらの情報とともに、事故後に公表され、これまで検討していなかった

他の関連文献の一部をレビューした。 
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46. 第 3 報の本白書で検討された文献のうち、32 編について詳細なレビューを実施した。

以下は当該文献の知見の要約である。 

1. 放射性セシウムの土壌における移動 

47. 2013 年報告書では、作物の生産に利用されるよく混合された土壌において放射性セ

シウムはゆっくりとより深い層へ移動すると想定された。例えば、よく混合された土壌の表面か

ら 30cm よりも深くへ移動する割合は、10 年後で約 7%に留まると想定した。農耕地土壌を対

象とした 30cm より深い土壌について、福島第一原発事故に起因する放射性セシウムの存在

を示すデータは未だ示されていない。 

48. 分配係数（Kd）は、土壌中の放射性核種の生物学的利用能の指標となる。Kd が高け

れば、土壌への収着性が強く生物学的利用能は下がる。Konoplev et al. [K9]は、福島第一

原発事故以降に公表された 5 つの文献で示されている浮遊土壌粒子と水の間での放射性

セシウムの Kd の測定値が 1.1×105L/kg～11×105L/kg であったと報告している。これらの値は、

チェルノブイリでの事故の影響を受けた地域において、事故後の最初の数年間に検出された

値よりも 1 桁～2 桁高い（すなわち、生物学的利用能が相当低いといえる）。この相違は、

(a) 福島第一原発からの放出の影響を受けた地域の一般的な土壌と堆積物について粘土の

比率が比較的高いこと、および(b) 福島第一原発事故の影響を受けた地域で報告されている

ように、ガラス状粒子に付着している放射性セシウムが存在していることが原因とされている。  

49. Mishra et al. [M6]は、福島以外の地域で人の立ち入らない草地の砂質土（粘土成分

の多い土壌に比べて放射性セシウムの吸着能が低いと考えられる）について、低い Kd 値（深

さ 10cm の土壌試料で 80L/kg～320L/kg 前後）を測定した。放射性セシウムの垂直方向への

移行は速度が遅く、上層 5cm 以内に放射性セシウムの 90%以上が留まっていたことが判明

した。 

50. Konoplev et al. [K9, K10]は、福島第一原発の 10km 圏内にある大熊町の土壌と新田

川の一部に着目し、いずれの地域においても深さ 20cm を超える土壌の一部で少量の 134Cs
と 137Cs が検出されたと報告している。福島第一原発近くの人の立ち入らない森林および草

地の土壌中における放射性セシウムの垂直方向への移行は、同様の期間が経過した後のチ

ェルノブイリ原子力発電所の 30km 圏内の土壌中における移行よりも速かった。このような相

違の理由として、より高い降水量、より高い生物学的擾乱およびより高い土壌温度が可能性と

して挙げられる。人の立ち入らない土壌の場合、草地に比べて森林の土壌中の放射性セシ

ウムの垂直方向への移行が速いことが報告された[K10]。 

51. Uematsu et al. [U1]は、土壌粘土が類似し、交換性カリウム成分を含む温暖なヨーロッ

パの土壌に比べて、おそらく鉱物特性の違いのために、日本の土壌の放射性セシウムに対

する吸着の親和性が低いように思われることを発見した。著者らは、既存の機構モデルで一

般的に使用される土壌特性は、土壌から草への放射性セシウムの移行を予測することには適

さないと考えている。日本の土壌に適したものにするため、、さらなる土壌の特性をモデルに

組み込む必要がある。 

52. Mukai et al. [M11, M12]は、福島県の土壌にみられるような部分的に風化した黒雲母

（バーミキュライト）が他の雲母質の鉱物や有機物よりも放射性セシウムを効果的に固定すると

特定した。 
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53. Kitamura et al. [K7]は、福島県の 5 ヶ所の集水域の三次元モデルを作成し、水流量、

浮遊堆積物濃度、累積堆積物の侵食と沈降を推定した。著者らは、流域における年間堆積

物移行の多くは暴風雨の期間に発生しており、台風が再分配の主要な要因であることを発見

した。Evrard et al. [E4]は、2012 年から 2015 年にかけて、沿岸平野に移行する堆積物の放

射性セシウム濃度に対する上流の土壌からの放射性セシウムの寄与が約 90%低下したこと

を示している。台風の発生と新田川の様々な支流での除染活動の結果、局所的な放射性セ

シウムの濃度は一時的に上昇した。しかし、2015 年 11 月に沿岸平野の堆積物に対する上流

の土壌からの放射性セシウムの寄与が大幅に低下していたことは、侵食されやすい放射性セ

シウムの供給源が、除染によって排除されたか、下層土によって希釈されたか、侵食された後

に太平洋に輸送された可能性があることを示唆している。 

2. 放射性セシウムの土壌から作物への移行 

54. 放射性セシウムの土壌から玄米への移行に関する濃度比率の値（CR11–乾燥重量で

の深さ 20cm の土壌における放射性核種の濃度に対する食品の濃度の比率）、または CR を

導出するために使用できるデータが、Yang et al. [Y5]、Endo et al. [E3]、Wakabayashi et al. 
[W3]、Ohmori et al. [O7]、Tsukada and Ohse [T11]、Eguchi et al. [E2]によって報告されてい

る。これらの文献において報告されている 2011 年から 2014 年に収穫された米に関するデー

タのほとんどで、玄米の CR が 2013 年報告書で推定された値よりも高かった（最高で約 1 桁）

可能性が示唆されている。2012 年から 2014 年にかけての米の 137Cs 濃度の変化は、

FARMLAND モデル[W3, Y5]で予測されていたものに類似していた。 

55. Kusaba et al. [K14]は、沈着から最初の 3 年間において、樹皮表面に付着した放射性

セシウムが、土壌中の放射性セシウムよりも果物中の放射性セシウムの供給源として重要で

あったことを示す以前のデータを追認した。2011 年から 2014 年にかけて、リンゴの 137Cs 濃

度は FARMLAND モデルの予測よりも早く低下した。2012 年から 2014 年にかけてのリンゴ

の CR は、同モデルで予測された値と同程度である。 

56. 2012 年に、Win et al. [W6]は 97 品種の小豆について 137Cs の吸収量を測定した。小

豆は日本で 2 番目に多く消費されるマメ類であり、福島県においても重要な作物である。CR
は品種によって 10 倍の差があり、ほとんどの場合で CR 値（経時的な減少と土壌の深さの修

正が可能）は FARMLAND モデルで予測されていた値よりも低かった。 

57. Djedidi et al. [D1]は、2013 年に実施した野外試験で多数のブラシカ属の品種の CR
を測定した。菜の花、カラシナ、アブラナでは、137Cs の CR 値は比較的高く、そのほとんどが

FARMLAND モデル予測された緑色葉菜野菜の値を上回っていた。2011 年 5 月から 2013
年 5 月にかけての茶葉の 137Cs 濃度の減少は、FARMLAND モデルで予測された緑色葉菜

野菜に対する減少を上回っていた[H5]。 

58. Sunaga and Harada [S13]は、植物への土の付着を推定するための磁気分析器方法を

開発し、いくつかのライ麦の作物に適用した。放射性セシウムの濃度は、付着した土の量に

11 土壌から作物への放射性セシウムの移行は、通常、濃度比（CR）（Fʋ で示されることが多く、トランスファーファク

ター（TF）とも呼ばれる）を用いて定量化される。一部の著者は、用語として TF を使用し、また、若干異なる土壌

の深さに対してこのパラメータを使用しているため、必要に応じて、異なる深さに対する影響を CR 値のレビュー

にあたって考慮に入れている。 
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直線的に相関しており、収量の多い植物は相対的に付着している土の量が少ないことが判

明した。より収量が少なく、背が低いために土壌負荷が高いイタリアンライグラスでは、付着し

た土は、放射性セシウムの合計濃度の約半分を占めていた。秣（まぐさ）とイタリアンライグラス

の両方で測定された最高値は、FARMLAND モデルにより干し草／貯蔵飼料や牧草に対し

て予測された値よりも 1 桁低かった。 

59. 家畜について、2011 年の早春に実施された調査では、室内の乳牛の牛乳に含まれる
131I、134Cs、137Cs の濃度が、屋外の牧草地にいる乳牛の牛乳に比べてかなり低かった[K8]。
Manabe et al. [M4]は、日本ではほとんどの家畜が屋内の家畜小屋で飼育されていると指摘

している。これは、日本の農水省のウェブサイトで容易に入手できる情報で確認される。例え

ば、事故後の福島県内の乳牛 1 万 4,800 頭のうち、屋外で放牧されていたのは 720 頭のみ

であった[M1, M2]。管理状況下にある屋内の牛を対象とした 4 件の調査で測定された放射

性セシウムの移行係数[H2, K8, O8, O9]は、FARMLAND モデルで仮定されたものと同程度

であった。米で飼育されている豚について測定された移行係数[O6]は、FARMLAND モデ

ルで仮定されたものと同じであった。 

3. 2013 年報告書で検討されなかった食品への放射性セシウムの移行 

60. Fuma et al. [F4]は、2011 年から 2015 年までのモニタリングデータを検討し、タケノコ

の放射性セシウムの年平均濃度は経時的に徐々に減少しているが、減少率は農産物よりも

遅いと報告した。 

61. Wada et al. [W2]は、福島県の実施した広範なモニタリングプログラムから 16 種の淡

水魚についてまとめられたデータを要約した。特に事故後の最初の 2 年間において、食品規

制が適用されるレベルを超える放射性セシウムの濃度を含有する淡水魚の比率は、海水魚

よりも高かった[W2]。2014 年には、沈着濃度が最も高い地域のみで食品規制のレベルを超

えており、放射性セシウムの濃度の最高値は 750Bq/kg（湿重量）を超えていなかった。 

62. 日本では湖や河川で捕獲される「野生」魚よりも養殖魚がより一般的に食されている。

養殖魚の放射性セシウムの濃度は野生魚よりも大幅に低いが[Y3]、この一因として、淡水魚

への放射性セシウムの移行が主に食物連鎖を介しているのに対し、養殖魚の場合には業務

用の餌を与えられていることがある[W2]。特に福島第一原発の北西における放射性セシウム

の沈着が高かった地域に沿って、沈着密度と様々な種の淡水魚における放射性セシウムの

濃度に相関関係があることが報告された[A5]。湖に生息する魚の放射性セシウムの濃度は、

概して川に生息する魚の濃度よりも高かった[W2]。2011 年以降、野生魚の放射性セシウム

の濃度は時間経過とともに大幅に減少している[A5, I3, W2]。  

63. Wada et al. [W2]は、異なる種の淡水魚における放射性セシウムの濃度およびその経

時的な変化が、地域および生息地に固有のものであることを発見した。この変化は、給餌方

法、ライフサイクル、そして湖は川よりも循環率が低いといった水域の特徴の影響を受けてい

た。例えば、栄養段階の影響があり、放射性セシウムの濃度は、肉食性（サケなど）、雑食性、

草食性、プランクトンの順番で徐々に減少する[A5, I3, W2]。アユ（サケ科）の濃度比（水に対

する魚の濃度の比率）が比較的高いことが 2011 年に報告され、関連のある堆積物の藻類を

摂取することがアユの 137Cs の取り込みに最も重要な経路であると特定された[I3]。アユの体

内における 137Cs の残留時間は比較的短いが、他のサケ科の場合にははるかに長かった

[W2]。 
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64. Tagami et al. [T1]は、2011 年から 2015 年にかけて 5 県において、野生種の動物（特

に、クマ、イノシシ、シカ、ヤマドリ）へ放射性セシウムが移行しやすいことと、実効半減期が長

いことを報告している。チェルノブイリでの事故後のヨーロッパでも、狩猟で捕獲された動物に

移行しやすいことが同様に生じていた。 

C. 新規文献がもたらし得る影響 

65. 本委員会は、2013 年報告書の当該分野における仮定と知見が全体的に引き続き有

効であるとの結論に達した。土壌または食品中への放射性物質の移行に関して、日本の状

況に特有の新規情報が入手可能となった。これらの情報は、福島第一原発事故についての

今後のいかなる推定に際しても、ヨーロッパでの状況に基づくパラメータ値（他に適切な代替

情報がなかったために 2013 年報告書で使用されていた）より適切であると思われる。これら

の情報を使用することで、事故後 2 年目以降で予測されている食品摂取からの線量の経時

変化、および異なる食品の相対的な重要性について、変更される可能性がある。例えば、日

本の家畜は屋内で飼育されるが、ある種の家畜は放牧で飼育されるという保守的な仮定に基

づいていたため、畜産物の長期間にわたる食品摂取による線量への寄与は過大評価されて

いたものと思われる。ただし、本委員会は、食品規制が継続的に適用されていることを主な理

由として、2 年目以降に予測される経口摂取による線量が及ぼす全体的な影響は小さいと推

定している。なお、人の測定（以下の第 6 章を参照）により、外部被ばくに比べて内部被ばく

は非常に小さいことが確認されており、2013 年報告書において事故後 2 年目以降について

予測していたように、食品摂取からの線量は過大評価されていた可能性が高いことが示唆さ

れている。 

66. 以下の調査分野は、食品への放射性核種の移行に関する地域および国を代表する

よりよいパラメータ値を将来の評価のために提供する上で、また環境修復活動の潜在的な効

果についての理解を深める上で特に有用であると思われる。 

(a) 農業・淡水・林業環境における放射性セシウムの移行、およびさまざまな農産物・水産

物・野生食品（特に米とその他の野菜、淡水魚、狩猟動物、野草、キノコ類のカテゴリー）

への移行についての継続的な調査 

(b) 経口摂取による長期的な線量を予測するための、日本で生産・消費される多様な食

品に特有な環境移行プロセスに関する空間的・時間的モデルのをさらなる進展（特に、主

要な家畜および野生動物の摂食と管理方法、および河川・湖沼中の放射性セシウムの食

品への移行よる長期にわたる潜在的な寄与について） 

(c) さまざまな農産物および野生食品における放射性セシウムの濃度についての長期的

変化の継続的な測定 

(d) 土壌から農産物への放射性セシウムの移行を低減する修復対策の有効性に関する

継続的な調査 
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VI. 公衆の線量評価に関する更新情報 

A. 2013 年報告書の要約 

67. 本委員会の目的は、日本人の異なる小集団を代表すると考えられる個人で構成され

たグループの線量について、現実的な推定値を示すことであった。外部被ばく線量を評価す

るために、本委員会は、チェルノブイリでの原発事故の影響を受けたロシアのブリャンスク

地方で熱ルミネッセンス線量計によって測定された多数の個人の測定値で検証された、主に

ヨーロッパでの調査研究から導出されたパラメータを含む計算モデルを採用した。本委員会

は、2013 年報告書において、これらのモデルを日本の行政区画または都道府県における放

射性核種の人口平均沈着密度と併せて使用しているが、この人口平均沈着密度とは、放射

性核種の沈着密度の測定値と人口密度とを組み合わせて導出されたものである。日本にお

ける種々のグループの人口密度、年齢構成および居住係数に関するデータは、2010 年国勢

調査に基づいている。 

68. 内部被ばくによる公衆の被ばく線量評価について、本委員会は、2 つの被ばく経路、

すなわち吸入および経口摂取を考慮した。吸入による被ばくについては、通過中の放射性プ

ルーム中の放射性核種のみに基づいて評価し、その後の再浮遊放射性核種の吸入は有意

に寄与しないと考えた。通過中のプルーム中の放射性核種の吸入による被ばくは、仮定した

ソースタームおよび ATDM を用いて導出した沈着密度レベルに対する空気中の放射性核

種の濃度との比率に基づいて、沈着密度の測定値から推定している。 

69. 事故後 1 年間における食品および飲料水に含まれる放射性核種の摂取量は、福島

県および他の都道府県が実施した食品と飲料水の測定値のデータベースを用いて評価した。

このデータベースには、食品の検査を目的として行われた多数の測定値が含まれていたため、

サンプリングに関していくらかの偏りがあった。つまり、放射能濃度が高い可能性のある試料

が選択されやすかったものと見られる。しかしながら、2013 年報告書の作成時には、他の食

品について利用できる測定値はなかった。 

70. その後の数年間で、現在の日本の状況および農業の実状に合わせて一部の移行係

数が修正された FARMLAND [B1]の改良版が、陸域の食物連鎖を介した放射性核種の移

行の推定に適用された。このモデルは、日本の行政区画また都道府県における放射性核種

の人口平均沈着密度に関する入力データと組み合わせて用いられた。 

71. 環境中の放射性核種の濃度の測定値を線量推定に用いることができなかった避難区

域の住民について、本委員会は、大気への放出について仮定したソースタームおよび

ATDM を用いて、環境中の放射性核種の経時的な濃度変化を推定した。その後、アンケー

ト調査の結果から導いた住民の移動を示す代表的なシナリオを適用し、避難前、避難中、避

難後の期間の外部被ばくおよび吸入による線量が推定された。 

72. 全身や甲状腺計測といった人体内の放射性核種の測定は、内部被ばくに関する直

接的な情報源となる。しかしながら、2013 年報告書の作成時における甲状腺の測定数は限

定的（約 1,100 人）であり、これらのデータは、いくつかの地区についてモデル計算された甲

状腺の線量を追認するためのみに利用できた。加えて、本委員会が全身計測のデータが利

用できるようになったのは、2013 年報告書作成の最終段階になってからであり、包括的な

データ解析はできなかった。そうした状況ではあったが、本委員会は、人の測定に基づく内
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部被ばく線量についていくつかの評価を実施し、2013 年報告書に記述した（[U2]段落 116～
118 参照）。この結果は、全身計測に基づく内部被ばくからの推定線量がモデル計算に基づ

く推定値よりも大幅に低いことを示した。 

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

73. 本委員会は、第 1 報および第 2 報の白書において、当該分野における知見は引き続

き有効であり、それ以降に発表された新規情報の影響をほとんど受けていないと結論した。そ

して、新規文献の大部分は、2013 年報告書の主要な仮定および知見を広く裏付けあるいは

追認するものであった。さらに、全身計測の結果は、食品中の放射性核種の経口摂取による

実効線量が実際には理論的な推定値よりもかなり低かった可能性があるという 2013 年報告

書の記述の信頼性を与えた。 

74. 第 3 報となる本白書で検討した文献のうち、11 編について詳細なレビューを実施した。

かかるレビュー結果の主な影響を以下に要約する。 

1. 外部被ばく 

75. 福島県内で事故の影響を受けた地域の避難指示を解除して住民が帰還することを許

可する決定への根拠として、現在および将来の外部被ばくによる個人線量の現実的な評価

が必要である。Naito et al. [N3]は、個人電子線量計（D-Shuttle）に全地球測位システムと地

理情報システムを組み合わせ、外部被ばくによる個人線量を周辺線量と個人の活動パターン

に関連づけた。142 人の参加者の線量計から、分析で使用される 2 万 9,550 個の 1 時間ごと

の被ばくデータが得られた。その結果は、外部被ばくによる追加（バックグラウンドに対して）

の個人線量が、航空機モニタリング調査から得られる追加（バックグラウンドに対して）の周辺

線量とよく相関していることを示していた。線形回帰分析の結果から、Naito et al. [N3]は、外

部被ばくからの追加の個人線量は、計算上、平均で追加の周辺線量の約 5 分の 1 であった

としている。低減係数（追加の周辺線量に対する追加の個人線量の比率）は、自宅および屋

外で過ごす時間に対してそれぞれ平均 0.14 および 0.32 になると計算され、これは 2013 年

報告書で使用されたモデルとよく一致している[U2]。各活動（自宅、他の建物、屋外、移動中、

その他）の間に受けた外部被ばくの個人線量全体に対する寄与は、各活動に費やす日々の

時間の割合とよく一致した。この結果は、航空機モニタリングによる周辺線量の測定値と、

様々な活動で個人が過ごす時間に関する情報から、外部被ばくによる個人線量の現実的な

推定値を得る方法について理解を深める上で有用であった。このデータは、福島県の避難

指示区域に住民が帰還した後の将来にわたる累積線量の評価においても有用である。  

76. Sakumi et al. [S3]は、2013 年の 11 ヶ月間、避難が実施された飯舘村において外部

被ばくによる作業者の個人線量を測定した（以下の第 7 章を参照）。これらの作業者で測定さ

れた最大線量から、著者らは 2013 年に住民が飯舘村に帰還したと仮定した場合の外部被

ばくによる年間線量を約 10mSv と推定したが、これは 1 年間にわたって 1 日 24 時間屋外に

滞在するという非現実的な仮定に基づいていた。2013 年報告書で使われたモデルに基づく

と、屋外での作業を含めたより現実的な推定値は、2013 年で約 5mSv、2015 年で約 3mSv と

なるであろう[I1, U2]。 

 



18  2017年白書 

77. Malins et al. [M3]は、134Cs および 137Cs の土壌沈着密度、深度分布、地表における

水平方向への分布を考慮するモデルに基づいて、地上 1m の周辺線量当量率を計算するツ

ールを開発した。予測された線量率と、福島第一原発事故による放射性セシウムの沈着があ

った福島県内の地域においてサーベイメーターで測定した線量率の間には強い相関がみら

れた。福島県内の人の立ち入らない平坦地における空間線量率の低減は、放射性崩壊およ

び土壌中のセシウムの下方への移行によるものと考えられる。このツールによる予測は、実測

値および 2013 年報告書で使用されたモデルによる予測の両方とよく一致していた[U2]。この

ツールは、将来にわたる外部被ばくによる現実的な線量の推定に有用であろう。 

78. Ishikawa et al. [I8]は、福島県において福島県立医科大学が実施した基本調査で収

集された情報から、飯舘村の住民が屋外で費やした時間（外部被ばく線量を推定する上で

重要な要素）を評価した[I7]。飯舘村の住民から回収された 3,400 件のアンケートの結果から、

著者らは年齢層別の元々の人口分布に従って合計 240 件の回答を無作為に選択し、屋外

で費やされた 1 日あたりの平均時間を推定した。4 ヶ月間の行動に関して完全なデータがあ

る 170 人の平均値は、2.08 時間（95%信頼区間：1.64～2.51）であった。これは、多くの線量

評価で一般的に仮定されている値よりもはるかに低い値である。ちなみに、2013 年報告書で

は室内作業者に対して 2.4 時間を採用していた[U2]。 

2. 内部被ばく 

(a) 早期摂取および線量の評価 

79. 環境および人の早期における測定値がない状況で、寿命の短い放射性核種（主に
131I）の摂取による内部被ばくに伴う甲状腺線量を推定するという困難な課題を取り扱う 3 編

の重要な文献[K5, K6, T5]が公表されている。 

80. Kim et al. [K6]は、2011 年 6 月 27 日から 7 月 28 日にかけて放射線医学総合研究所

（NIRS）で実施された全身計測に基づき、事故当時に福島第一原発の近傍に居住していた

174 人の住民について内部被ばく線量を評価した。174 人の調査対象のうち、成人は 125 人、

小児は 49 人であり、20km の避難区域内にある浪江町の住民が 90 人含まれていた。134Cs
および 137Cs の両方が検出された住民の割合は比較的少なく、成人で 28.8%、小児では

4.1%であった。全身の放射性セシウムの濃度について、成人の男女間で有意な差が観察さ

れたが（男性＞女性）、小児では差がなかった。134Cs および 137Cs の預託実効線量（CED）は、

体の大きさに応じて個人の全身計測の値を修正し、また福島第一原発において最初の爆発

が発生した 2011 年 3 月 12 日に、肺で容易に溶ける化合物の短期的な吸入による摂取があ

ったと仮定して計算された。その結果、成人の CED 分布の 90 パーセンタイル値は約

0.1mSv であり、最大の CED は高齢の男性で見つかった（0.63mSv）。続いて、NIRS と同様

の方法による別の全身計測が日本原子力研究開発機構（JAEA）によって実施され、比較可

能な CED の結果が得られた。同じ町および近隣地域の異なる成人グループを対象として

Tokonami et al.が実施した甲状腺中の 131Iの測定値に基づき[T9]、Kim et al.は 134Cs に対す

る 131I の摂取比率を 3～5 前後と評価した。その後、Kim et al.は、平均の摂取比率であった

3.8 を使用し、著者らの調査において対象としていた成人の甲状腺で等価線量の中央値およ

び最大値を、それぞれ 3.5mSv および 84mSv と推定した。これに対して、2013 年報告書では、

浪江町から避難した成人の集団における甲状腺吸収線量の平均が、事故後の最初の 1 年

間で 34mGy になると推定していた[U2]。このアプローチについては、特に異なる研究グルー
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プが実施した異なる調査対象者についての全身および甲状腺の測定値から導出された
134Cs に対する 131I の摂取比率を使用している点、および導出された平均値の使用に伴う不

確かさが評価されてない点など、いくつか注意しておく点がある。土壌について測定された
134Cs に対する 131I の濃度の比率は、いくつかの場所（例えば、福島第一原発の南部など）に

おいて大きく異なっており[U2]、摂取のシナリオは異なる年齢層で同じとはいえない可能性が

ある。著者らは、このようなアプローチに不確かさが伴うことを認識しており、内部被ばくによる

個人線量と事故後の個人の行動との関係についてのさらなる調査を計画している。 

81. Kim et al. [K5]は、福島県の住民の内部被ばくによる甲状腺線量について、NIRS に

よる別の推定値についても報告している。この推定は、2011 年 3 月末に実施された 1,080 人

の小児の甲状腺の直接測定（131I）、2011 年 7 月 11 日から 2012 年 1 月 31 日にかけて実施

された約 3,000 人の成人の全身計測の測定値（134Cs、137Cs）、および利用できる直接測定の

結果がない地域について実施された ATDM シミュレーションによる大気中の 131Iの濃度のそ

れぞれの情報を組み合わせて実施された。131I による小児の甲状腺線量と、134Cs および
137Cs による成人の CED の両方が直接測定によって推定されている地域（飯舘村および川俣

町）に関して、それらを比較することで 137Cs に対する 131Iの摂取比率が 3 であることを導出し

た。その後、この比率を他の地域の全身計測の測定の情報に適用し、当該地域の甲状腺線

量を推定した。双葉町、飯舘村、いわき市の住民の内部被ばくによる甲状腺線量が最も高い

と推定され、そのほとんどは 30mSv 未満だった。著者らは、この推定値を 2013 年報告書で

のいくらか高い値と比較したが、後者の値には著者らが推定していない経口摂取による線量

も含まれていることにも言及した。2013 年報告書において甲状腺線量を過大評価している可

能性（経口摂取の仮定が原因）を認識していたが、甲状腺被ばくに寄与する要因として吸入

摂取が突出して最も大きいことを示した IAEA の分析[I1]によっても、そのことが確認された。

2013 年報告書の推定値は、131I と同様にその他の寿命の短い放射性核種（132I、132Te、133I）
も考慮されている。この調査には、直前の段落で説明したものと同様の注意点がある。経口

摂取による線量の寄与を含む残りの問題に対応するため、著者らは個人の行動に関するデ

ータを使用した新たな線量推定の手法を提案し、予備的な分析の例を示している。 

82. Tani et al. [T5]は、ヨウ素の体内動態モデルと、周辺の空気の吸入および水道水の摂

取についての経時的な変化に関するシナリオに基づき、空気中と水道水中の 131I の濃度の

各測定値を使用し、茨城県で授乳している母親の母乳に含まれる 131I の濃度を計算した。著

者らは、計算した母乳中の 131I の濃度を、2011 年の事故直後に福島県および隣県に居住し

ていたボランティアから採取した少数の試料について測定されていた濃度と比較し、全般的

に一致することを確認した。その後、Tani et al.は、母乳で育てられた乳児（乳児は毎日

800mL の母乳を消費すると想定）の甲状腺等価線量を水戸市および笠間市で 10mSv～
11mSv、つくば市および守谷市で 1.1mSv～1.8mSv と推定した。このため、Tani et al.は、大

気中の 131I の濃度が比較的低い地域においては母乳の消費が乳児の内部被ばくによる甲

状腺等価線量の主な要因となった可能性があることをと示唆したが、個人の線量を推定する

には、個人的な行動調査を含めたさらなる調査が必要であることも指摘している。 

(b) 現在の被ばくの評価 

83. Orita et al. [O11]は、経口摂取による公衆の線量を評価し、事故後の内部被ばくに関

する公衆の不安を最低限に抑えるために、福島第一原発から 30km 未満の位置する川内村

で収集された地元の食品について現在の放射性セシウムの濃度を評価した。放射性セシウ
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ムの規制値（一般の食品で 100Bq/kg）を超えていた試料の数は、4,080 件の野菜の試料のう

ち 5 件（0.1%）、1,986 件の山菜・キノコ類の試料のうち 652 件（32.8%）、647 件の果物の試料

のうち 8 件（1.2%）であった。この調査では、これらの食品の摂取による内部被ばくの年間実

効線量は成人で 22μSv～43μSv と低いことが確認された。著者らは、長期にわたる包括的な

フォローアップ調査を実施し、地元の食品に含まれる放射性セシウムの濃度と福島地域にお

ける住民の CED の傾向を明らかにしていくべきであると考えている。 

84. Aono et al. [A4]は、日本の農産物の一部と事故後に福島県沖で収集された海産物に

含まれる放射性核種の濃度の変動を調査した。日本全体で生産されたホウレンソウの 134Cs
および 137Cs の濃度は、2011 年春の 10Bq/kg～10,000Bq/kg から、2012 年には 1Bq/kg～
100Bq/kg、2013 年～2014 年には 1Bq/kg～10Bq/kg と急激に減少している。対照的に、日本

全体で生産または収集されたキノコの 134Cs および 137Cs の濃度は、事故後の 3 年間でほと

んど減少しておらず、2013 年～2014 年でも 3Bq/kg～300Bq/kg の範囲に留まっている。キノ

コから測定された放射性核種の濃度は、多くの場合で依然として 2012 年 4 月に設定された

暫定規制値を超えていた。2013 年から 2015 年にかけて、福島第一原発の周辺で収集され

たガンギエイの 134Cs および 137Cs の濃度は測定可能なレベルであったが、ほとんどが暫定

規制値を下回っていた。農産食品と海水魚の放射性セシウムの濃度は、概して日本における

規制レベルを下回っていたが、山菜、野生キノコ、猟獣（イノシシなど）の肉については、引き

続き放射性セシウムの濃度が当該レベルを上回っていた。著者は、経口摂取による公衆の線

量を評価すること、および食物連鎖を介した許容できないレベルの放射性核種の摂取を避け

ることの両方のために、陸域および海洋環境における長期的な放射性核種の動態調査が重

要となると考えている。 

3. 修復 

85. 本委員会が、第 1 報および第 2 報の白書で注目したように、2012 年以降、避難が実

施された除染特別地域および居住者のいる汚染状況重点調査地域において除染が進めら

れている。しかしながら、修復の前後で実施された線量率の測定について、まだ査読付き論

文で発表されていない状況に変わりはない。本委員会は、線量率の低減の観点からだけで

なく、住民の個人および集団の両方ついて計算される外部被ばくによる年間実効線量の低

減の観点からも、除染効果の評価の重要性について引き続き言及していく。 

86. Howard et al. [H11]は、放射性核種の分布と影響を受けた地形、適用された放射能

の基準、修復地域の指定、採用された修復策などを含めて、チェルノブイリと福島第一原発

での事故後の修復に関連した特徴の相違を比較した。いずれの事故においても、目標の適

用時期には差があったものの、修復の長期的な目標は個人の追加の年間実効線量を 1mSv
未満にすることである。福島第一原発事故では公衆に対する放射線の影響はかなり低かった

が、それでも修復活動の規模は両者で同等であった。この主要な理由として以下が挙げられ

る。 

(a) 日本で適用された修復のための放射能基準は旧ソ連が適用したものより低く、関連費

用が相対的に高かった。 

(b) 日本では食品の放射性核種の濃度に関してより低い基準値が採用された。 

(c) 日本では避難区域も修復することが決定された。 
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87. チェルノブイリでの事故後においては、回避される集団線量と修復費用のバランスを

取ることが修復戦略の一環として重視された。日本では、放射線や社会的および文化的な考

慮に基づき、影響を受けた市町村の修復が正当化され、実施された。 

88. 修復計画には、Malins et al. [M3]の開発した地表から 1 メートルの地点における周辺

線量当量率を計算するためのツール（上記の段落 77 を参照）が有用であろう。このツールを

使用して農地の土壌による空間線量率を低減させる 3 つの修復方法による効果をシミュレー

ションしたところ、表土除去および天地返し方式の効果は同程度で、いずれも反転耕より効果

が高いことが示された。 

C. 新規文献がもたらし得る影響 

89. 本委員会は、2013 年報告書の当該分野における知見は引き続き有効であり、それ以

降に入手可能となった新規情報の影響をほとんど受けていないとの結論に達した。新規文献

の大部分は、特に以下の点において、2013 年報告書における主な仮定および知見を全般

的に裏付け、追認している。 

(a) 日本における公衆の線量は、2013 年報告書の知見に即して引き続き減少している。 

(b) 個人線量または線量率の測定値から、国内の建物の遮へい係数および被ばくシナ

リオを組み合わせて評価された日本における公衆の外部被ばく線量は、概して 2013 年

報告書の知見と一致している。2016 年に公表された論文は、外部被ばくのパターンをさら

に明確にしており、関連するモデルのパラメータに適切な値を与えた。 

(c) 2016 年には、影響を受けた地域の住民の現在の 134Cs および 137Cs の全身残留量

について大規模な測定に関する文献はなかったが、本委員会は、放射性セシウムを含む

食品の摂取による福島県および隣県の住民の内部被ばく線量が全般的に低いことを以

前から指摘している[U4, U5]。農産食品の放射性セシウムの濃度は、2011 年以降、急激

に減少しているが、山菜、野生キノコ、イノシシのような猟獣類の肉に含まれる濃度はより

緩やかに減少している。 

(d) 早期の放射性核種の摂取、特に小児における 131I の摂取による内部被ばく線量の

遡及的な評価で進展があった。 

90. 本委員会は、以下に示す分野での調査が 2013 年報告書で確認された研究ニーズへ

の対応に寄与する可能性が高いとして特定した。 

(a) さまざまな環境へ沈着した物質による外部被ばくの線量率を継続的に測定し、予測す

るとともに、経時的な変化を追跡すること 

(b) 線量の全国的および地域的なモデルに必要なパラメータ値（例えば、建物の遮へい

係数、年齢および社会グループ別および季節別の屋外および屋内における滞在時間と

滞在する建物の種類、食品生産と流通のシステムならびに栽培食物および野生食品の

消費習慣に関するパラメータ値）を定めること 

(c) 放射性核種の沈着が多い地域における住民の外部被ばくによる個人線量を測定し、

線量評価モデルを検証するとともに、不確かさ解析のための実験による根拠を得ること 

 



22  2017年白書 

(d) 2011 年の甲状腺線量再構築に関する活動を継続すること 

(e) 食習慣が異なる人を対象とした放射性セシウムの体外計測をさらに実施し、内部被ば

くによる現在の線量およびその不確かさの推定の向上に役立てること 

(f) 福島第一原発事故後における、さまざまな農産物および野生食品における放射性セ

シウムの濃度を経時的に測定すること 

(g) 環境中の放射線に関する指標（線量率、放射線核種の濃度など）の低減、および住

民の外部被ばくおよび内部被ばくの線量の回避という 2 つの観点から、環境修復計画

（除染、農業対策など）の効果を定量化すること 

(h) 確率論的アプローチを使用して個人間のばらつきを表現しつつ、公衆についてモデ

ル計算された線量の分布を明確にし、その結果を人の実測値と比較すること 

VII.  作業者の線量評価に関する更新情報 

A. 2013 年報告書の要約 

91. 本委員会の作業の主な目的は、日本で報告された作業者の個人線量が実際の線量

としてどの程度正しく信頼できる数値を提供できているか、そして、報告された線量に基づい

て、健康に及ぼす影響についてどの程度信頼できる解釈ができたのかを評価することであっ

た。2012 年 10 月末までに、東京電力（東電）は、ほとんどが協力企業の従業員である福島第

一原発の 2 万 5000 人の作業者の線量に関する統計学的データを報告していた。東電の報

告によると、事故後 19 ヶ月間の福島第一原発の作業者の平均実効線量は約 10mSv であっ

た。この期間中、作業者の約 34%で実効線量が 10mSv を超え、作業者の 0.7%（173 人に相

当）で 100mSv を上回った。報告された実効線量の最高値は東電社員の 679mSv であり、こ

の社員の内部被ばくによる CED も、報告された値の内で最も高かった（590mSv）。数百人の

緊急作業従事者についての線量の統計情報は別途報告された。 

92. 内部被ばくによる CED が 100mSv を上回る 12 人（計 13 人の作業者の内）の作業者

を対象として、本委員会が独自に線量を評価した結果、131I の吸入による当該作業者の甲状

腺吸収線量は 2Gy～12Gyであったことが確認された。 

93. 内部被ばく線量の評価値がより低い、さらに多くの作業者についての評価の信頼性

は、作業者の無作為抽出サンプルについて独立した評価を行うことで確認された。 

94. 本委員会は、体内から 131I が検出された作業者について、東電が報告した評価の信

頼性を確認した。しかしながら、ほとんどの作業者の場合、甲状腺内の 131I の計測は 2011 年

5 月後半まで開始されておらず、この遅延により、多くの場合で 131Iが検出されることはなかっ

た。同様の理由で、132Te や 133I などの半減期のより短い放射性核種の摂取による内部被ば

くへの寄与についても、確実な評価はできなかった。本委員会は、東電が報告した評価のう

ち体内から 131I が検出されていなかった作業者についての評価、および協力企業が報告し

た評価について、いずれも信頼性を確認することはできなかった。 
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95. 本委員会は、外部被ばく評価の信頼性に影響を与える可能性のある主な要因は、

2011 年 3 月に電子式個人線量計を共有していたために（なぜなら、津波で線量計の大半が

失われていたため）、多くの作業においてチーム内の作業者の 1 人のみしか線量計を着用

することができなかったことであると判断した。 

96. 本委員会には、作業者の眼の水晶体の線量を評価するためのベータ線による被ばく

に関する十分な情報は得られなかった（[U2]段落 143）。 

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

97. 本委員会は、第 1 報および第 2 報の白書において、2013 年報告書の当該分野での

知見はいまだに有効であり、それまでに発表された新規情報による影響をほとんど受けてい

ないと結論した。一部の作業者に対して推定された線量については、2013 年報告書（[U4]お
よび[U5]を参照）との有意な相違があったが、本委員会は、さらに詳細な分析が必要である

が、主要な知見が実質的な影響を受けるとは考えなかった。 

98. 第 3 報となる本白書で検討した文献のうち、3 編ついて詳細なレビューを実施した。

Yasui [Y7]による文献では、日本の厚生労働省（厚労省）によって招集された専門家会合で

作成された大規模な作業者の疫学調査の枠組みに関する提言が示された。この調査結果の

公表が、おそらく本委員会の 2013 年報告書のフォローアップにかかる評価に関連することに

なるであろう。第 2 の文献[Y6]では、除染作業者を対象とした線量登録システムの設置につ

いて報告され、2011 年 4 月から 2014 年 12 月にかけての線量統計情報が示されている。第

3 の文献[S3]では、2013 年に飯舘村の作業者の外部被ばくによる実効線量に関する個人の

測定結果が報告された。作業者のデータと、そこから予測される帰還後の避難者の線量は、

フォローアップにかかる評価において有用である可能性がある。 

99. Yasui [Y7]が言及する作業者の疫学調査は、約 2 万人におよぶ福島第一原発の緊

急作業者を対象として健康への影響を調査することを目指している。調査結果はまだ公表さ

れていないが、予備調査は完了しており、2015 年 4 月から本格的な調査が始まっている。こ

の調査は、対象者となる作業者の生涯にわたって継続される。専門家会合では、評価された

線量の信頼性と有効性の解析とともに、外部被ばくおよび内部被ばく線量の包括的な再評

価も実施することが提案された。また、専門家らは、実効線量が 100mSv を超えている作業者

を対象とした生物学的線量測定（特に蛍光 in situ ハイブリダイゼーション法を使用した染色

体検査）の実施を推奨している。この調査は包括的で一貫性のある枠組みであるが、本委員

会は、線量評価に関する調査の枠組みについて、さらに検討しておくべき 2 つの側面がある

と考えている。 

(a) 調査では、被ばくの測定として健康診断までの実効線量の累積を推定するよう推奨し

ている。本委員会は、調査すべき健康影響を特定し、その影響に関する被ばくについて

の適切な測定を特定するべきであろうと考えている。放射線被ばくによる疫学調査では、

通常、CED ではなく、各年に特定の臓器が受けた吸収線量が必要であり、その特定の臓

器（例えば、甲状腺）は、調査対象とする健康への影響（甲状腺がんなど）を考慮して選

択される。 

(b) 多くの作業者において、甲状腺モニタリングの開始が遅れたことは、131I の摂取による

甲状腺線量の評価の信頼性が低下することを意味するであろう。これらの線量はこの調
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査で再評価されることになるが、その値には依然として大きな不確かさを伴うことになるで

あろう。調査に期待される結果として、このような不確かさの影響評価が含まれれば、より

妥当な枠組みであると判断することができるであろう。 

100. 提案された作業者についての包括的な線量の再評価は、2013 年報告書で特定され

た作業者の線量評価に関する複数の研究ニーズに対応することを意味する。 

101. Yasui [Y6]は、除染特別地域において除染作業に従事している作業者の中央線量登

録システムが 2013 年 12 月に設置されたことも報告している。登録された線量から、Yasui は、

2011 年 4 月から 2014 年 12 月までの 3 ヶ月ごとの実効線量の分布と、2012 年、2013 年およ

び 2014 年の各年における性別、年齢別の実効線量の分布を示している。除染作業者の数

は 2011 年の 1 万 1,058 人から 2014 年には 3 万 4,611 人に大きく増加し、実効線量の平均

値は 2012 年の 0.5mSv から 2014 年には 0.7mSv に上昇した。実効線量の最大値は、2012
年は 13.9mSv、2013 年は 6.7mSv、2014 年は 10.4mSv であった。示された結果から、除染作

業者の線量が低かったことが確認された。 

102. Sakumi et al. [S3]は、飯舘村で 2013 年の 11 ヶ月間に実施された 64 人の作業者の

外部被ばくによる実効線量に関する個人の測定結果を報告した。飯舘村は計画的避難区域

内にあたるが、環境省はいくつかの企業がそこでの事業を継続することを許可した。Sakumi 
et al.は、作業者が 1 日 10 時間ずつ週 5 日間にわたって飯舘村に滞在していたことを報告し

た。測定には、蛍光ガラス線量計が使用された。Sakumi et al.は、作業者の 70%について年

間の実効線量は 2mSv 未満であり、年間の実効線量が 3mSv を超える作業者は、全員が作

業日には毎回ほぼ 10 時間にわたって屋外で作業していたことを報告している。実効線量の

最大値は 3.6mSv であり、この作業者は飯舘村の中心部の道路近くの屋外で作業していた。

線量の平均値および中央値は、それぞれ 1.73mSv および 1.53mSv であった。この文献は、

2013 年報告書で対象とした期間よりも後のものであるが、特定された研究ニーズに対応して

いる。 

C. 新規文献がもたらし得る影響 

103. 本委員会は、2013 年報告書の当該分野における知見は引き続き有効であり、それ以

降に発表された新規情報の影響をほとんど受けていないとの結論に達した。 

104. Yasui [Y7]の提案している作業者についての包括的な線量の再評価は、2013 年報

告書で特定された作業者の線量評価に関する複数の研究ニーズに対応できるものである。

本委員会が眼の水晶体の被ばくについて判断できる新規情報は特定されず、当該分野での

さらなる調査は特に重要であるだろう。 

VIII.  作業者と公衆における健康影響に関する更新情報 

A. 2013 年報告書の要約 

105. 本委員会は、福島第一原発事故による健康リスクは、公衆および作業者の被ばく線

量が有意に低いためにチェルノブイリでの原発事故の場合よりもはるかに低いと予想している。

放射線被ばくによる確定的影響は公衆では観察されておらず、今後も出現しないと予測され
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ている。妊娠中の被ばくによる自然流産、その他の流産、周産期死亡、出生時異常または認

知機能障害の増加は予測されていない。また、「事故によって被ばくした人の子孫における

遺伝性疾患の識別可能な増加」（[U2]段落 224）が生じるとも予測されていない。放射線被ば

くに関連する白血病または乳がん（最も放射線に誘発されやすい 2 種のがん）や他のタイプ

の固形がん（おそらくは甲状腺がん以外）の発生率が、識別可能なレベルで放射線に関連し

て上昇することはないと予測されている。福島第一原発事故による甲状腺線量の推定値はチ

ェルノブイリ周辺が受けた線量よりも大幅に低いため、チェルノブイリ原発事故後に発生した

ような放射線被ばくによる甲状腺がんの大きな過剰発生は考慮しなくともよいとみなされた。

ただし、事故当時 18 歳以下 12の子供に対する超音波を使用した感度の高い甲状腺集団検

診により、多数の甲状腺嚢胞と固形結節および「このような集中的な集団検診がなければ通

常は検出されない」多数の甲状腺がんなどが検出されると予想されている（[U2]段落 225）。
しかし、事故による有意な放射性核種の沈着が生じていない青森県、山梨県、長崎県の各県

でも、同様またはわずかに高い有病率で嚢胞と結節が確認されていた。福島県民健康調査

（FHMS）13で既に観察されていた相当量の症例は、放射線の影響ではなく、集団検診の感

度による可能性が高いとみなされた。 

106. 福島第一原発の緊急作業者において確定的影響が生じる可能性は低いと考えられ

ているが、本委員会は、甲状腺機能低下症の可能性を除外することはできず、また、白内障

のリスクを評価することもできなかった（ベータ線被ばくによる眼の水晶体の被ばく線量に関

する情報が不十分であったため）。被ばく線量が 100mSv を上回る（主に外部被ばくによる）

173 人の作業者から生涯にわたり 2 症例～3 症例のがんの過剰発生が推測される可能性は

あるが、本委員会は被ばくによるこのようながん発生率の増加を識別できる可能性は低いと

考えている。本委員会は、作業者において推測される甲状腺がんのリスクの規模について、

放射線被ばくによる発生率の上昇を識別できる可能性は低いであろうと判断した。 

107. 本委員会は、一般公衆および作業者において観察された主要な健康影響は、精神

衛生の問題および社会福祉の脆弱化によるものであると認識した [U4]。本委員会は、放射

線被ばくに関連しない健康への影響は評価していない。このような健康影響の発生とその重

篤度の推定は、本委員会の負託の範囲外である。 

B. 新規文献のレビューで得られた知見 

108. 本委員会は、第 1 報および第 2 報の白書において、2013 年報告書の当該分野にお

ける知見は引き続き有効であり、それ以降に発表された新規情報の影響をほとんど受けてい

ないと結論した。第 2 報の白書でレビューした 1 編が、放射線誘発甲状腺がんリスクに関す

る本委員会の知見に異議を唱えたように見えたが、その調査に重大な欠陥があることが判明

した。 

12 以前の白書では、事故当時 18 歳未満であった人々を対象に検査が実施されたと報告したが、その後、事故

当時 0 歳～18 歳の人々であったことが確認された。 
13 福島県民健康調査（FHMS）は、福島県立医科大学が日本政府の予算措置を得て実施している大規模なプ

ログラムであり、健康に関する質問票調査および検診で構成されている。FHMS には、避難区域の住民全員に

対する包括的な健康診断と生活習慣および心の健康度の評価、2011 年 3 月 11 日に妊娠していた県内の全て

の女性の全ての妊娠と出産に関する記録、ならびに事故当時 0 歳～18 歳であった県内の全ての子どもに対す

る反復した甲状腺超音波検査が含まれる。 
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109. 第 3 報となる本白書で検討した文献のうち、20 編について詳細なレビューを実施した。

これらの文献は、2013 年報告書の知見を強化または補足した。3 編の文献[N2, S14, S15]は、

福島県における甲状腺嚢胞、小結節、がんの発見率に着目し、福島第一原発の事故当時に

18 歳以下であった人々の FHMS 臨床・超音波検査プログラムにおける甲状腺がんの検査に

関する更新情報を提供した。それらは、感度の高い超音波検査が原因となって、甲状腺がん

の発見数が明らかに上昇したことを示した。3 編の文献[O5, S14, S15]は、被ばくのレベルが

比較的高かった、中程度であった、または低かった福島県内の地域における甲状腺がんの

発見率を比較した。1 編の文献[K1]は、放射線誘発性の甲状腺乳頭がんと散発性のがんを

区別する傾向がある特定の遺伝子の発現レベルによって識別される、甲状腺がんの異なる

2 つの進展経路の生物学的なモデル化について報告した。注目すべきは、福島第一原発の

作業者をコホートとする調査の計画を説明した文献[Y7]である。 

110. 福島第一原発事故当時に 18 歳以下であった小児および青年 30 万 476 人を対象と

する１巡目の集団検診は、高受診率（81.7%）で終了している。検診結果は数編の文献中で

報告されている。2 編[S14, S15]では、2,294 人に 5mm を超える結節や 20mm を超える嚢胞

が存在するか、あるいは臨床検査および超音波検査に基づく精密検査が必要であると報告

された。Nagataki [N2]は、細針による穿刺吸引細胞診（FNAC）により、116 件で甲状腺がん

またはその疑いがあった（10 万人あたり 38.6 人）ことを示した。このうち、102 症例が外科手術

の対象であり、100 症例が甲状腺乳頭がん、1 症例が低分化型腺がん、１症例が良性腫瘍と

診断された。腫瘍の大きさには分布の偏りがあり、平均値は 13.9mm（5.1mm～45mm の範囲

内）であった。131I によって被ばくした事故当時の平均年齢は、甲状腺がんの症例について

14.9 歳であり、6 歳未満の症例はなかった。甲状腺乳頭がんは全て古典型であった[S15]。対
照的に、チェルノブイリでの事故後には、充実型乳頭がんが放射線被ばくした小児に頻繁に

発見された[Z1]。2 巡目の集団検診では、27 万 379 人が検査されているが（2016 年 6 月

30 日現在）、その受診者のほとんどが 1 巡目の集団検診を受けており、FNAC によってさら

に 59 件（10 万人あたり 21.8 人の割合）の甲状腺がんの疑いがある症例が発見された[N2]。 

111. 数編の文献では、事故の結果として放出された放射性核種による被ばくのレベルごと

に、福島県の地域における甲状腺がんの有病率が比較された。Ohira et al. [O5]と Suzuki 
[S14]はいずれも、被ばくの程度が最も高かった地域、または中程度であった地域の居住者と、

被ばくの程度が最も低かった地域の居住者とを比較したが、甲状腺がんの有病率に統計的

に有意な差を見出していない。例えば、Suzuki は、福島県における被ばくの程度が最も高か

った地域、中程度であった地域、最も低かった地域において、10 万人あたりの甲状腺がんの

有病率が、それぞれ、33 人、39 人、35 人であることを示した。Suzuki et al. [S15]は、被ばくの

程度が低かった地域を細分し、低かった地域と最も低かった地域に分け、最も低かった地域

と比較したオッズ比（OR）はすべて有意ではなく、被ばくの程度が高かった地域（避難区域）、

中程度であった地域、低かった地域について、それぞれ 1.22（95%信頼区間：0.55～2.7）、
1.21（95%信頼区間：0.64～2.3）、1.19（95%信頼区間：0.58～2.4）であった。これらの文献で

は、被ばく地域の区分はそれぞれ異なっていたが、いずれの場合においても甲状腺がんの

有病率と被ばくレベルとの関連性は見られなかった。Katanoda et al. [K3]は、FHMS によって

観察された甲状腺がんの有病率が予想されていた有病率と比較して約 20 倍高かったとし、

この結果は甲状腺線量やその他の考察から放射線被ばくの影響とは考えにくいため、超音

波検査によるスクリーニング効果に起因するものと報告している。 

112. Ohira et al. [O5]は、甲状腺がんの 56 症例について推定された外部被ばく線量を、集

団の残りの人々である個人線量が推定され検査を受診した約 12 万 9,300 人の当該線量と比
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較した。外部被ばくによる推定線量が 1mSv 未満の集団と比較して、推定線量が 1mSv から

2mSv の範囲の集団では甲状腺がんのリスクに関する OR が 0.76（95%信頼区間：0.43～1.35）
であり、推定線量が 2mSv 以上の集団では 0.24（95%信頼区間：0.03～1.74）であった。

Suzuki et al. [S15]によると、外部被ばく線量が推定されていて甲状腺がんが確定したか疑わ

れた 63 人のうち、71%は線量が 1mSv 未満であり、2.2mSv を超える人はいなかった。しかし

ながら、甲状腺線量については入手可能な推定値がないため、甲状腺線量による同様のより

意味のある比較を実施することはできない。甲状腺線量が欠落していることについて、Ohira 
et al. [O5]の結果を解釈するにあたっては注意が必要である。 

113. 別の文献では、超音波による感度の高い甲状腺検査による一般公衆の甲状腺がん

の過剰診断の可能性や小さな甲状腺がんに対する積極的な治療に対する懸念が強調され

ている。甲状腺がんの発生率の国際的な動向から、Vaccarella et al.[V1]は、オーストラリア、

韓国、米国、ヨーロッパの多数の国において、大規模なスクリーニングが甲状腺がん罹患率

の上昇に影響することを示した。Park et al. [P1]は、韓国における甲状腺がん罹患率が大幅

に上昇した 1999 年から 2008 年までの期間について、韓国にある多数の診療所から収集し

た広範な甲状腺がんのデータを分析した。著者らは、罹患率上昇の約 94%は、全人口規模

での超音波スクリーニングを促す全国的なプログラムが原因であったと推定した。定期的な集

団スクリーニングに対する公衆の意識を見直すキャンペーンが韓国で始まった 2014 年には、

甲状腺がん手術の件数が 1 年で 35%減少した。Leboulleux et al. [L1]は、超音波検査で発

見された小さな甲状腺乳頭がんの多くは、ゆっくりと進行し良性の挙動をとるものであったと

指摘した。手術には費用がかかり、医学的・心理学的なリスクを伴う可能性があるため、著者

らは、小さながんでは手術よりも「周到な経過観察」を推奨している。しかし、この提案につい

てはまだコンセンサスが得られていない。Nagataki [N2]は、ゆっくりと進行する甲状腺乳頭が

んから侵襲性の強いがんを区別できる分子マーカーを特定するためのさらなる研究を推奨し

ている。  

114. 甲状腺スクリーニングは複雑な問題であり、福島第一原発事故後において、スクリー

ニングの範囲、性質、そして継続を判断するためには、純粋な科学的課題の範疇を超える要

素（社会経済的要素、公衆衛生、法律、倫理、人権に関するものなど）を考慮する必要があ

る。14 もしスクリーニングを継続するのであれば、生検資料（被ばく関連情報を含む）を体系的

に収集・保存して、価値ある研究のために情報を公開すれば、放射線誘発の甲状腺がんに

対するバイオマーカーや分子指標に関する調査に有用であろう（すなわち、チェルノブイリ組

織バンクに類似した方法）。 

115. Kaiser et al. [K1]は、小児期における放射線誘発の甲状腺がんは、散発性の甲状腺

がんの発がんとは異なる多段階経路で進展するという仮説を唱えた（Williams [W5]による

単一経路の仮説とは対照的に）。著者らは、チェルノブイリでの甲状腺がんデータをモデル化

し、20 歳より前に発生する放射線関連の甲状腺がんが、CLIP2 遺伝子の過剰発現によって

散発性のがんから統計的に区別されることを発見した。放射線起因性甲状腺がんを予測

するバイオマーカーを発見し、モデル化するためのさらなる研究が、放射線起因性甲状腺が

んの発症機序の解明につながるかもしれない。 

14 福島県における甲状腺検査の継続や実施の決定に関するより広範な課題については、様々なフォーラムで

取り扱われている（例えば、[Y4]および[N5]）。 
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116. 1 編の文献は、高度なモデル化手法を使用して、福島第一原発事故前後の県全体の

周産期死亡率と比較して、被ばくに関連した周産期死亡率が上昇したことを示したと主張し

ている[S8]。しかしながら、この研究は、著者らが他の地域と比較するために「重大な汚染が

あった」地域として 6 県を指定している点に欠陥がある。これらの県のほとんどで受けた被ばく

は、通常のバックグラウンド放射線被ばくに比べると小さかった。さらに、著者らが認めている

ように、これは因果推論のできない観察研究であった。 

117. 福島第一原発事故の結果として避難した人々を対象とする、自己申告に基づく精神

的苦痛に関する調査では、自宅付近の放射線レベルと苦痛の頻度との間に正の相関がある

ことが示された[K13]。ただし、2013 年報告書に記載されているように、精神的苦痛は大惨事

による一般的な間接的影響であり、被ばく自体が寄与するものではなく、このような影響は本

委員会の負託の範囲外である。  

118. 多数の文献で、避難者の健康に関する変化が、避難前と避難後について、あるいは

避難期間の長さに応じて比較されている[E1, H3, O2, O3, O4]。著者らは、メタボリックシンド

ローム、脂質異常症、高血圧、体重増加、精神的苦痛、アルコール依存症などの健康状態の

頻度が、避難と関連しうる上昇を示すことを観察した。特に懸念すべきことは、施設に入所し

ていた高齢者の死亡率が避難後 1 年以内に上昇していることである[Y8]。15 本委員会は、こ

れらが放射線事故または他の惨事の結果として生じた避難、ストレス、生活習慣の変化に伴う

間接的影響でありうることを認識しているが、このような避難の影響は本委員会の負託の範囲

外である。 

119. 2016 年、日本政府は職業上の被ばくをした原発作業者 2 人への労災保険給付を

認めた。2 人は事故後に福島第一原発で雇用され、蓄積被ばく線量の一部はここで受けたも

のであった。1 人は白血病、もう 1 人は甲状腺がんと診断された。本委員会は、悪性腫瘍に

対する放射線被ばくによる科学的な寄与について情報を提供している（2012 年報告書[U3]
の付録 A を参照）。科学的に起因しているということと、法的に職業上の状況に起因すること

とは同じではない。このため、このような労災保険給付（同様に、過去または将来に職業被ば

く者に認められてものを含む）が、放射線被ばくと特定のがんの症例との因果関係が科学的

に証明されたことを意味するわけではない。これは、労働者災害補償保険のために日本政府

が数十年前に策定した枠組み 16 を適用した結果であり[M8]、放射線の影響に関する知識と

理解はその後大幅に改善している。 

15  避難の移動中に死亡した 12 人と、移動直後に避難者として死亡した 50 人が含まれる。 
16 1976 年、日本政府は労働者災害補償保険制度に基づき、職業被ばくした作業者に対する補償裁定の基本

を設定した[M8]。最初にこの枠組みで着目されたのは白血病であった。この枠組みによると、白血病は、少なく

とも被ばくから診断までの年数に 5mSv を乗じた線量以上を被ばくしたかという点を踏まえた上で、医学調査委

員会により医療補償の適格性を判断される。その他のリンパ造血悪性腫瘍についても、それぞれの放射線感受

性に応じて修正した後、同様の制度が適用される。日本では、2016 年末までに 15 人の原発作業者がリンパ系

ならびに造血悪性腫瘍でこの制度に基づく補償を認められ、そのうち約半数は白血病であった。15 人の作業者

のうち、2 人は事故後に福島第一原発で雇用されていた。 
 
固形がんは、実効線量が 100mSv 以上であるか、（最初の）被ばくと悪性腫瘍の診断までの期間が 5 年以上で

あるか、放射線以外に他の病因がないかという点を踏まえた上で、医学調査委員会によって医療補償の適格性

を判断される。このような基準は継続的にレビューされており、新たな科学的根拠によって改定される可能性が

ある。2016 年には、1 人の作業者について甲状腺がんの補償が認められた。40 代のこの作業者は、1992 年か

ら放射線を取り扱う仕事に従事しており、2011 年 3 月から 2012 年 4 月にかけて福島第一原発で雇用され、積

算実効線量の約 150mSv うち、139mSv が福島第一原発での作業中に受けたものであった。 
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120. 厚労省によって招集された専門家は、福島第一原発の緊急作業者を対象とした長期

的な疫学および健康モニタリングに関する研究を計画した[Y7]。福島第一原発での緊急作

業の前、最中および後における放射線線量の正確な累積線量を評価する予定である。この

調査研究では、よく標準化された定期的な健康診断により、約 2 万人の作業者に対する長期

的なフォローアップを計画している。専門家は、測定された指標および毎年義務づけられて

いる健診の一部として実施される臨床検査に基づいた標準の健康データを毎年まとめ、事故

の結果として 100mSv を上回って被ばくした作業者については 3 年～5 年ごとに、甲状腺超

音波検査、水晶体混濁検査、ならびに腎機能、感染症、および全身性炎症に関する特別な

検査を実施することを推奨している。甲状腺の懸念すべき検査結果には、甲状腺がん、甲状

腺機能低下症、自己免疫性甲状腺炎を含む。また、専門家は、病歴や生活習慣および社会

人口統計学的データ、精神ストレス、他の毒性物質への暴露といった潜在的な交絡因子に

ついて、定期的に質問票による情報を取得すべきということも推奨している。さらに、対象とな

る作業者を、厚労省全国死亡（死因）データベースおよび新たな全国腫瘍登録と照合できる

ように手配することも勧めている。将来の疾患マーカーの評価および他の研究目的のために、

血液試料の一部を保存することも提案されている。恣意的な統計分析を防ぐため、統計的に

有意な差があるものと差がみられないものの両方を含む全ての分析を報告するよう研究者に

勧めている。 

121. 本委員会には、この調査研究の科学的な価値に関して、以下の懸念がある。 

(a) 生涯線量を推定するために、緊急作業の前後における追加の職業被ばくに関する

情報および医療被ばくの情報を取得することになるが、緊急作業の間に 100mSv の放射

線を受けた作業者は 173 人のみであるため、累積線量と線量率効果を区別するという調

査の目標を達成するには、統計的検出力が低すぎる可能性がある。 

(b) 放射線作業者は義務づけられている毎年の健康診断をすでに別途受けており、協

力企業の放射線作業者は短期間での移動を繰り返すため、その所在を追跡することが

難しいのであれば、本調査研究は参加率が低いことによる支障を受けるおそれがある。 

この調査研究の科学的な価値は限定的かもしれないが、本委員会は、影響を受けた作業者

の健康上の懸念に対応するために正当化されると考えうると認識している。 

C. 新規文献がもたらし得る影響 

122. 本委員会は、2013 年報告書における福島第一原発事故による放射線被ばくの健康

影響に関する知見は引き続き有効であり、それ以降に発表された新規情報の影響をほとんど

受けていないとの結論に達した。 

123. 本委員会は、福島県で実施された FHMS およびその他の情報源に基づいて報告さ

れた、事故による健康影響について継続している研究および調査に注目し、今後も遅滞なく

状況を把握する予定である。また、本委員会は、さらなるデータまたは情報が 2013 年報告書

で特定された研究ニーズへの対応に寄与する可能性が高いとして、以下に示す分野を特定

した。 

(a) 若年者の検診受診者数、ならびに腫瘍サイズ別、被ばく時年齢別、検査時年齢別、

および性別の甲状腺がん確定および疑い症例数をさらに詳細に分類したものを FHMS
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が提供すること。これにより、被ばくしていない若年の検診受診者に関して、他の対応す

るデータとのより正確な比較が可能となるであろう。 

(b) FHMS による甲状腺スクリーニング調査における若年者、特に、甲状腺がんの疑い

または確定診断を受けた若年者に関する外部被ばく線量の推定を完了すること。これに

より、被ばくレベルごとに解析を改善させることが可能となり、年齢、性別、検診方法、そ

の他の要素が FHMS の調査とは異なるかもしれない他の集団との比較よりも、推論のた

めのより強い基礎を提供するであろう。 

(c) 健康事象とリスクに関する最も情報の多い評価を可能とするために、帰結に関する

情報（甲状腺がん、その他のがんおよび非がん疾患の死亡および罹患、出生時異常、

ならびに臨床および検査所見を含む）を、放射線被ばくおよび年齢、性別、その他のリス

ク因子に関する情報と結びつけること。これは、科学者および公衆の両方が持つであろう

重要な疑問に対応する能力を最大限に高めるであろう。 

(d) 一方で、生活習慣、毒性物質への暴露、疾病などの既存の医学的状態による交絡

の可能性を考慮しつつ、潜在的な放射線の影響について質の高い評価を実施するため

に、追跡率を高くするように政府と原子力産業の協力を得て、福島第一原発の緊急作業

者の健康に関する体系的なデータを提供すること。 

IX. ヒト以外の生物相における線量と影響に関する更新情報 

A. 2013 年報告書の要約 

124. 本委員会は、適切なモデルを適用して、事故によるヒト以外の生物相が受けた放射線

量を推定した。当該線量に対応した放射線被ばくによる影響は、線量効果関係に関する本

委員会の一般的な評価を組み合わせて推測された。事故後の海域および陸域におけるヒト

以外の生物相の被ばくは、地域的なばらつきによるいくつかの例外がある可能性が考えられ

ているが、全体として急性影響を観察するには至らない低いレベルであった。本委員会は、

海洋環境におけるヒト以外の生物相の個体群レベルでの影響は、概して高濃度汚染水が海

洋に漏洩したり放出されたりした福島第一原発近傍に限られるであろうと結論した。本委員会

は、陸域における特定の生物種、とりわけ哺乳類について、個々の生物への影響リスクを排

除することはできなかったが、個体群レベルで観察可能な影響が現れる可能性は低いと考え

た。また、本委員会は、いかなる放射線の影響も、放射性物質の沈着密度が最も大きい限ら

れた地域に留まり、このような地域以外では、生物相への潜在的な影響は無視できる程度で

あると結論した。 

125. 本委員会は、福島第一原発事故の結果として、高濃度の放射性物質によって汚染さ

れた地域において、さまざまな陸域の生物相に影響が観察されたとする研究を参照した[H8, 
M9, M10]。これらの調査の中で野生生物の個体群に関して報告された有意な影響は、本委

員会による理論的な評価に基づく主要な知見と一致しないことを認識している。本委員会は、

線量の評価法に関する不確かさと交絡因子の可能性の観点から、前述のフィールド調査から

確固たる結論を実証することは難しいため、これら観察結果について慎重に取り扱う必要性

を指摘している。 
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B. 新規文献のレビューで得られた知見 

126. 本委員会は、第 1 報および第 2 報の白書において、2013 年福島報告書の当該分野

における知見は、利用可能な根拠により、広く支持されていると結論した。しかしながら、本委

員会は、フィールド調査よりも実験室での調査研究に大きく依存するアプローチに限界がある

可能性も認識している。本委員会は、高濃度の放射性物質に汚染された地域における生態

系について、多様な条件下で相互に影響しあう野生生物の個体群を対象として、電離放射

線被ばくの影響を解析するために計画された学際的なフィールド調査の必要性を指摘した。 

127. 第 3 報となる本白書で検討された文献のうち、21 編について詳細なレビューを実施し

た。以下は、これらの文献の知見を要約したものである。 

128. 複数の著者[T6, V2, V3]が、様々な環境区画の放射性核種の濃度の経時的な進展

についてさらなる洞察を加えるため、福島第一原発事故からの放出に動態学的輸送モデル

を適用した。。Tateda et al. [T6]は、福島南部の沖合いの底生魚について観察された、137Cs
の濃度の緩やかな減少は、経口摂取による底生無脊椎動物から底生魚への放射性セシウム

の移行によって説明できることを示す分析を実施した。Vives i Batlle et al. [V3]は、海洋生物

相の放射線被ばくを予測するために設計された 8 つのモデル（2013 年報告書で使用された

安定状態モデルと 2 つの動態学的モデルを含む）を対象として実施した相互比較について

概説した。相互比較では、場合によって、パラメータおよび方法の違いが原因となってモデル

間に有意なばらつきがあったものの、被ばくに関する主要な指標の一部（ほとんどの有機物

における放射性セシウムの濃度など）の予測は極めて同等であった（1 桁以内のことが多かっ

た）。これは、2013 年報告書で使用されている 2 つの動態学的モデルが、事故後の初期の

放出における海洋生物相の被ばくについて合理的で信頼できる予測ができていることを示唆

している。 

129. レビューした数編の文献は、ヒト以外の生物相への放射性核種の移行とその濃度の

調査に関するものであった[A3, F3, T1, T2, T4, W1, W2]。この結果は、2013 年報告書におけ

る環境影響に関する評価に使用した一連のデータと全体的に一致しており、いくつかの場合

で同じ情報源や関連する情報源へ引用されている。動態学的輸送モデルに関する作業を含

めた上記の全ての調査、および輸送[S12, U1]とその後の沈着過程[S5, T3]に関するその他

のより間接的な関連調査は、フォローアップ評価において 2013 年報告書で使用されたモデ

ルを改善するために有用であろう。 

130. Qiu et al. [Q1]は、2011 年および 2012 年に、福島県沿岸を含む様々な沿岸地域から

採取したフナムシ（リギア属）中の放射性セシウムおよび放射性銀の濃度に関するデータを提

示した。全般的に、試料中に含まれる放射性核種の濃度は低く（生体重で 100Bq/kg を超え

ることは稀であった）、したがって 2013 年報告書で評価された濃度よりもはるかに低い値であ

った。しかしながら、Qiu et al. [Q1]の調査では、110mAg の大幅な生物濃縮がいくつかの地点

で起きた可能性があることが示唆されている。110mAg:137Cs の比率が 1 を超える（沿岸部堆積

物における比率と比べると約 1 桁～2 桁大きい）事例が福島県沿岸の１ヶ所で見つかってい

る。魚類について、銀の濃度が比較的高くなることを考慮すると、110mAg が 2013 年報告書に

おける想定よりも重要である可能性がある。Horiguchi et al. [H10]もまた、貝類の中に比較的

濃度の高い 110mAg を測定しており、110mAg:137Cs の放射能比はさらに高かった。例えば、カ

サガイおよびアカニシに含まれる 110mAg:137Cs の放射能比は、それぞれ 1.5～54.2 および

13.6～15.7 であると報告された。しかしながら、137Cs と比べて海洋堆積物中の 110mAg の濃度
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が比較的低いという IAEA [I1]による記述や、海洋生物相中の 110mAg:137Cs の比率が 1 を超

えることが稀であるという Qiu et al. [Q1]の記述を考慮すると、 Horiguchi et al. [H10]によって

報告された 110mAg の上昇した数値は突発的な値のように思われるが、さらなる調査が有用で

あろう。 

131. 2 編の文献[T2, V2]は、事故後の初期における海洋生物相の被ばくに対する海洋堆

積物中の放射性核種の寄与は、他の供給源と比べて無視できるという 2013 年報告書の知

見を裏付けているといえる。 

132. Okano et al. [O10]は、生殖細胞のアポトーシスと精子の形態異常に焦点を当て、福島

県の大型ノネズミ（Apodemus speciosus）を調査した。著者らは、2013 年および 2014 年のオス

の低受胎の原因は被ばくではなかったと結論づけた。この調査は、ヒト以外の生物相におい

て地域の生息数に影響が及ぶ可能性は低いという 2013 年報告書の主要な知見を裏付ける

根拠を与えている。しかしながら、この調査における試料採取場所は、1 ヶ所は周辺線量当

量が 10µGy/h（事故後 30 ヶ月経過時）を超える場所であったものの、概して放射性核種の沈

着が最も高い地域ではなかった。 

133. Horiguchi et al. [H10]は、2011 年～2013 年に福島第一原発の周囲にある東日本の

海岸線に沿った沿岸地方において、潮間帯生物（棘皮動物、甲殻類、二枚貝など）の生息密

度と種類を調査した。潮間種の生息数は、福島第一原発に近い沿岸で有意に減少している

ことが判明した。さらに、2012 年には、福島第一原発から約 30km 圏内においてニシ（Thais 
clavigera）の試料は収集されなかった。この腹足類の特定の種については、津波の影響を受

けた他の多くの地点で観察されている事実があり、当該生物の消失と福島第一原発事故との

間に何らかの因果関係があることが示唆されている。2013 年に調査された潮間帯における種

の数と生息密度は、福島第一原発の近傍、すなわち南方に数キロメートル圏内において、他

の離れた場所よりもはるかに低く、特に節足動物について 1995 年よりも低かった。しかしなが

ら、この調査の著者らは、津波による物理的な被害や事故直後に放出された化学物質や放

射性核種の毒性といった様々な直接的影響の可能性が考えられるため、確固たる因果関係

の確立が難しいことも強調している。また、非常に高い 110mAg の相対値が報告されていること

を考慮すると、この調査における放射性核種の特定に関しては、いくらかの疑問があるように

思われる（上記の段落 130 を参照）。しかし、この生物学的調査の結果はなおも信頼できるも

のであり、2013 年報告書の評価における環境リスクの定量化にあたって、生態系の複雑さを

考慮に入れていない点で単純化し過ぎている可能性があるという主張をさらに裏付けている。 

134. Hiyama et al. [H9]は、ヤマトシジミで観察された高い異常率が「人為的起源の放射性

突然変異原」によって引き起こされたことを示唆するさらなる根拠を提供している。しかしなが

ら、Otaki [O12]は、福島第一原発事故後の同種のチョウに対する影響に関する複数の調査

結果を総合し、電離放射線が観察された環境生物への影響の主たる原因であった可能性は

低いと報告した。 

135. Yoschenko et al. [Y9]は、福島第一原発事故後に放射性核種の沈着密度が上昇した

地域において、アカマツ（Pinus densiflora）種の稚樹における形態学的な異常が有意に増加

していることを観察した。これは、モミの形態学的異常を発見し、第 2 報の白書[U5]で報告さ

れた以前の調査[W4]とも一致している。第 2 報の白書[U5]にも記載されているように、沈着し

た放射性核種の密度が比較的高い地域の植生における累積線量は、チェルノブイリでの事

故後に針葉樹の成長、繁殖、形態における阻害が観察された線量と同等であると 2013 年報
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告書では推定していた。木の個体群の完全性に対する形態学的異常の影響は、よく確認さ

れていない。 

C. 新規文献がもたらし得る影響 

136. 福島第一原発事故によって放出された放射性核種のヒト以外の生物相への移行と、

その結果として生じる環境被ばくに関する本委員会の評価は、依然として多数の文献で広範

に裏付けられている。Horiguchi et al. [H10]の調査は、潮間帯における生息数への大きな影

響を観察した点において、2013 年報告書の知見に異議を唱える可能性があるが、上述のよう

に、この文献に示されている一部のデータについては決定的に結論づける前に解決する必

要のある疑問がある。Geras’kin [G1]は、被ばくによって生態系の構成要素間の生態学的な

相互作用が分断されることを示す根拠が増えているようであり、これが摂動のきっかけとなり、

生物個体レベルで観察される直接的な影響から予測されるものとは異なる結果に至る可能性

があると述べている。以前の白書[U5]に記載されているように、計算された線量率の解釈の

仕方、特に生態系の相互作用の複雑さを完全には考慮に入れずにエンドポイントに焦点を

あてるだけで十分なのかどうかに関連して、疑問が生じる可能性がある。生態系内の生物相

の相互作用を十分に考慮した、生物学的組織のより高いレベル（例えば、生息数のレベル）

での線量反応を調査するという、フォローアップ調査として特定されたニーズは引き続き有効

である。 

X. 新規文献の評価に関する結論 

137. 第 3 報となる本白書のために評価された新規情報源の内、大部分が 2013 年報告書

の主要な仮定の 1 つまたは複数を追認するものであった。実質的に 2013 年報告書の主要

な知見に影響を及ぼしたり、その主要な仮定に異議を唱えたりするものはなかった。さらなる

分析や、より質の高い調査での確認が必要ではあるが、影響の波及や異議の提唱の可能性

があるものについて、以下で簡単に概説する。 

A. 2013 年年報告書に対する潜在的な異議 

138. Horiguchi et al. [H10]の調査は、潮間帯におけるヒト以外の生物相に対する生息数へ

の大きな影響を観察した点において、2013 年報告書の知見に異議を唱えている可能性があ

る。しかし、この文献に示されている一部のデータについては、決定的に結論づける前に解

決する必要のある疑問がある。被ばくによって生態系の構成要素間の生態学的な相互作用

が中断されることを示す根拠が、さらなる調査[G1, H9, O12]によって増えている。生態系内の

生物相の相互作用を十分に考慮する調査が引き続き必要である。 

B. 研究ニーズへの寄与 

139. 表 1 は、2013 年報告書で特定された研究ニーズへの対応に大きく寄与すると判断さ

れた文献をまとめたものである。多くの領域で進捗があるが、いくつかの研究ニーズについて

は、まだ科学界において完全には取り扱われていない（少なくとも査読付きの文献として）。 
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表 1．特定されたいずれかの研究ニーズへの対応に大きく寄与するとみなされた文献 

研究ニーズ 研究ニーズに大きく寄与する
とみなされた文献 

研究ニーズに中程度に寄与
するとみなされた文献 

大気中への放出、拡散および沈着 

大気への放出の推定量と特性についての経時的な評

価を改善させる 

[C2, S7, S9, T8] [F1, G2, H7, J1, K2, M5, M7, 

O1, S1, S4, S10, Y1, Y10] 

水域への放出、拡散および沈着 

経時的な放射能汚染水の漏洩および水域環境への放

出の特性を把握および改善する 

[C1, F2, I4, T10]  

長期的な輸送ならびに放出の混合、その結果として生

じる水生系を介した被ばくを予測して定量化する 

[K11, K12] [I5] 

陸域および淡水域環境を介した移行 

食物連鎖経路の移行パラメータに関する関連情報を照

合する 

[K8, M11, W2, Y2] [D1, E3, E4, F4, I3, K7, K9, 

K14, M6, M12, O6, O9, S13, 

T1, U1, W3, W6, Y3, Y5] 

公衆の線量 

種々の環境中で沈着した物質による外部被ばくの線量

率を測定し、経時変化を予測および追跡し、環境修復

計画の効果を定量化する 

 [M3, N3] 

人体内放射性核種の体外計測を実施し、線量とその分

布の推定精度向上を支援し、現在および将来の被ばく

レベルを推定する 

 [K5, K6, T5] 

作業者の線量 

個々の作業者の作業履歴を考慮しつつ、報告された作

業者の線量について不確かさを定量化する  

 [S3, Y6, Y7] 

健康影響 

福島県で現在実施中の健康調査を継続する [N2] [S2]  

福島県における甲状腺がんの見かけの発生率に対す

る超音波検査の影響を解析し定量化する   

[O5, S14, S15]  

ヒト以外の生物相における線量と影響 

ヒト以外の生物相の特定の種について、典型的な環境

被ばくの評価に基づき、放射線被ばくが環境影響の原因

となる重要な要素であるか否かについて分析したフィー

ルド調査が報告されているが、本委員会の評価とは一致

していない 

[H9, H10, O10, T1, W1, W2, 

Y9] 

[A3, F3, O12, Q1, S12, T2, 

T4, V2, V3] 
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XI. 主要な研究プロジェクトおよびプログラムの収集と評価

140. フォローアップ活動の計画（段落 4 を参照）における具体的な目標のひとつは、「未解

決の課題に関連する主要な研究プロジェクトや計画の進捗状況および計画立案状況につい

て情報を収集・評価すること」することであった。この目標は、公表された情報のレビューに焦

点があてられていた以前の白書では、いずれにおいても体系的には取り扱われていなかった。

進行中または予定されている主要な研究プロジェクトまたはプログラムの認識や評価は、次の

2 つの点で本委員会のフォローアップ活動に有益になる。第 1 に、調査結果が 2013 年報告

書の知見に実質的な影響を与える可能性について事前に注意しておくことができる点、第 2
に、2013 年報告書の更新が適切であるか、またその適切な時期はいつか、すなわち、フォロ

ーアップ活動の計画におけるフェーズ I（新規情報のレビュー）からフェーズ II（2013 年報告

書の更新）に移行すること（段落 4 を参照）に関する判定をよりよい情報に基づいて判断でき

る点である。

141. 日本の組織が実施または資金を提供している研究プロジェクトおよびプログラムは、

進行中および計画されている福島第一原発事故に関する研究の大半を占めている。これら

は、日本の研究者との会合に基づいて評価された。

142. 2016 年 11 月に、日本の研究者との会合が 2 回開催された。会合の目的は、福島第

一原発事故による健康および環境影響に関する評価を改善する余地のある隔たり、不確かさ

および研究ニーズに関する見解について意見を交換すること、主要な日本の研究プロジェクト

／プログラム、とりわけその範囲、目的、現状、予想される結果と要する期間についての理解を

より深めること、および本委員会の専門家と日本の研究者との間において効果的な対話およ

び情報交換を可能にする仕組みを確立することであった。第 1 の会合は、国レベルで実施ま

たは資金提供されているプログラム／プログラムを対象として東京で開催し、第 2 の会合は、

主に福島県の大きな支援の下で実施されているプロジェクト／プログラムを対象として福島市

で開催された。本委員会の専門家グループおよび日本人専門家作業グループのメンバーが、

各プロジェクト／プログラムの代表研究者および研究の委託／資金提供を実施している多く

の組織の代表者とともに、両方の会合に出席した。

143. これらの会合の範囲、内容、結果は、本白書の電子ファイルにて簡単にまとめられて

いる。とりわけ、研究プロジェクト／プログラムが、2013 年報告書で特定された研究ニーズを

取り扱うものであるかという点に着目した。表 2 は、主要な日本の研究プロジェクト／プログラ

ムの概要を示したもので、主な目的、研究ニーズに対応する予想される結果、および各時間

スケールが示されている。これは、本委員会の日本人専門家作業グループが最初にまとめた

情報に基づき、2 回の会合において示された情報を補足したものである。研究プロジェクト／

プログラムの多くは、少なくとも現在の予定では、今後数年間のうち（すなわち、2020 年以前）

に完了し、それらが、特に放射性物質の放出の規模と特徴、福島第一原発事故による公衆

の線量、および健康への影響に関する現在の推定の質、頑健性、包括性を大きく高める可

能性がある。
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間
線
量
率
の
将
来
予
測
モ
デ
ル

を
開
発
す
る

 

取
得
デ
ー
タ
を
一
般
に
公
開
す
る

 

空
間
線
量
率
と
沈
着
密
度
の
地
図

 

沈
着

に
至

る
過

程
と
経

時
的

お
よ
び
空

間
的

な
変

化
に

関
す
る
理
解
の
改
善

 

事
故
後
の

3
0
年
間
に
わ
た
る
空
間
線
量
率
の
予
測

 

さ
ま
ざ
ま
な
環
境

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
関

す
る
デ
ー
タ
を
集
約

し
た
包
括
的
な
一
般
公
開
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

 

適
宜

、
文

献
を
発

表
し
な

が
ら
研
究
を
継
続

 

福
島

第
一

原
発

事
故

か
ら
の

放
射

能
汚

染
水

の

海
洋
環
境
へ
の
放
出
に
関
す
る
調
査
（
J
A

E
A
）
 

時
間

経
過

に
伴

う
地

下
水

を
含

む
水

域
環

境
と
最

終
的

に
太

平

洋
ま
で
の
放
出
の
特
性
を
評
価
す
る

 

こ
の
よ
う
な
放
出
に
伴

う
長
期

的
な
輸
送
お
よ
び
混
合

を
予

測
し
、

定
量
化
す
る

 

水
域
経
路
を
介
し
た
結
果
と
し
て
起
こ
る
被
ば
く
を
評
価
す
る

 

供
給

源
（
直

接
的

な
放

出
、
大

気
か

ら
の

沈
着

、
河

川
と

地
下

水
か

ら
の

流
入

）
に
よ
る
経

時
的

な
海

洋
へ

の
放

出
 

海
洋
に
お
け
る
輸
送
お
よ
び
拡
散
の
理
解

 

2
0
19

年
中
頃

 

陸
域

環
境

に
お
け
る
放

射
性

核
種

の
移

動
に
関

す
る
調
査
（
文
科
省
、

J
A

E
A
）
 

陸
域
環
境
で
の
放
射
性
核
種
の
移
行
を
評
価
す
る

 
日

本
の

陸
域

環
境

に
お
け
る
放

射
性

核
種

の
移

行
を
モ

デ
ル
化
す
る
た
め
の
計
算
ツ
ー
ル
お
よ
び
パ
ラ
メ
ー
タ
値

 

2
0
18

年
 

さ
ら
な
る
研

究
結

果
が

続

く
 

陸
域

お
よ
び
水

域
環

境
で
の

放
射

性
核

種
の

輸

送
と
野

生
生

物
の

被
ば

く
に
関

す
る
調

査
（
福

島

大
学
）
  

陸
域

お
よ
び
水

域
環

境
に
お
け
る
放

射
性

核
種

の
輸

送
、
放

射

性
核

種
の

生
理
化

学
的

形
態

、
河
川

、
貯

水
池
、
お
よ
び
海

洋
環

境
で
の

放
射

性
核

種
の

長
期

的
な
動

向
、
生

態
系

内
で
の

放
射

性
核
種
の
長
期
的
な
動
向
を
理
解
す
る

 

事
故
に
よ
る
野
生
生
物
の
慢
性
的
な
被
ば
く
の
影
響
を
評
価
す
る

 

日
本

の
陸
域

お
よ
び
水
域

環
境
で
の

放
射

性
核

種
の

移

行
を
モ
デ
ル

化
す
る
た
め
、
お
よ
び
食

品
の

摂
取

に
よ
る

公
衆
の
線
量
を
推

定
す
る
た
め
の
パ
ラ
メ
ー
タ
値

 

ヒ
ト
以

外
の

生
物

相
の

長
期

的
な
線

量
と
影

響
の

推
定

の
改
善

 

適
宜

、
文

献
を
発

表
し
な

が
ら
研
究
を
継
続

 

野
生

の
動

植
物

に
対

す
る
放

射
線

の
影

響
に
関

す
る
調
査
（
環
境
省
） 

福
島

第
一

原
発

か
ら
放

出
さ
れ

た
放

射
性

物
質

の
自

然
の

生
態

系
に
対
す
る
影
響
を
理
解
す
る

 

福
島

第
一

原
発

事
故

の
結

果
と
し
て
、
ヒ
ト
以

外
の

生
物

相
に
与
え
る
被
ば

く
と
影
響
の
評
価

 

2
0
12

年
か
ら

2
01

5
年
の

調
査

を
2
01

6
年

に
報

告
。

 

適
宜

、
文

献
を
発

表
し
な

が
ら
研
究
を
継
続
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研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム
（依

頼
者
ま
た
は
責
任
者
） 

目
的

 
U

N
S
C

E
A

R
の
研
究
ニ
ー
ズ
に
対
応

す
る
主
要
な
結
果

 
予
想
さ
れ
る
結
果
の
発
表

時
期

 

福
島

健
康

管
理

調
査
（
福

島
県

、
福
島

県
立
医

科

大
学
）
 

福
島
第

一
原

発
事

故
後
の

最
初
の

4
ヶ
月
の
外

部
被

ば
く
線
量

推
定
値
を
含
む
、
福
島
県
の
住
民
の
線
量
推
定
値
を
提
供
す
る

 

避
難

区
域

の
居

住
者

の
包

括
的

な
健

康
診

断
、
県

内
の

小
児

全

員
の

甲
状

腺
検

査
、
心

の
健

康
と
生

活
習

慣
の

変
化

の
観

察
、

妊
娠

・
出

産
調

査
に
よ
り
福

島
県

の
住

民
の

健
康

と
福

祉
を
評

価

し
て
観
察
す
る

 

内
部

被
ば

く
お
よ
び
外

部
被

ば
く
に
よ
る
公

衆
の

線
量

推

定
値

 

健
康
お
よ
び
福
祉
の
変
化
に
関
す
る
根
拠

 

適
宜

、
文

献
を
発

表
し
な

が
ら
研
究
を
継
続

 

原
子

力
緊

急
作

業
者
健

康
調

査
（
厚
労

省
、
放

射

線
影
響
研
究
所
）
 

緊
急

時
の

外
部

被
ば

く
と
内

部
被

ば
く
線

量
推

定
値

、
包

括
的

な

健
康

診
断

、
超

音
波

に
よ
る
甲

状
腺

検
査

、
白

内
障

（
水

晶
体

混

濁
）
検

査
、
心

の
健

康
調

査
、
生

物
試

料
の

保
管

を
含

む
、
緊

急

作
業
者
の
個
人
線
量
の
推
定
と
健
康
状
態
の
観
察
を
実
施
す
る

 

内
部

被
ば

く
お
よ
び
外

部
被

ば
く
に
よ
る
作

業
者

の
線

量

推
定
値
の
改
善

 

作
業
者
の
健
康

お
よ
び
福
祉
の
変
化
に
関
す
る
根
拠

 

基
本
調
査
は

2
01

9
年
に

完
了
す
る
見
込
み
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東日本大震災後の原子力事故による放射線被ばくの
レベルと影響に関するUNSCEAR 2013年報告書

刊行後の進展

国連科学委員会による今後の作業計画を指し示す2016年白書

情報にも と づ く意思決定のための 、放射線に関する科学的情報の評価

unscear.org

United Nations Scientific Committee
on the Effects of Atomic RadiationUNSCEAR

1955年、国連総会は、電離放射線の人体と環境への影響に対する懸念に応えるため、原子放

射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）を設置した。当時、大気圏内核兵器実験

によって発生した放射性降下物が、大気、水および食物を通じて人々のもとに到達しつつあった。

UNSCEARは、電離放射線のレベルと影響に関する情報の収集及び評価のために設けられた。

最初の一連の報告書が科学的根拠となり、大気圏核実験を禁止する部分的核実験禁止条約

が1963年に調印されている。

以降数十年を経て、UNSCEARは地球規模の原子放射線レベルとその影響に関する世界的権

威となるまで発展を遂げた。UNSCEARは科学的情報を独自にかつ客観的に評価するが、その目

的は、放射線リスクと防護についての政策決定と意思決定に取り組むことではなく、それら決定の

ための情報を提供することである。
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